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第１章 第1回詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査概要 

１－１－１ 調査の背景 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の国家開発計画Vision2030では、新興工業国化によ

り年率10％以上の経済成長率を達成することを目標としており、中でもエネルギー開発は経済、

社会発展を実現する基盤として位置づけられている。ケニア政府はエネルギー分野の組織改革、

民間活力の導入、再生可能エネルギーの普及促進を重点課題として掲げており、これらと並行

して未電化地域の電化を促進するためのツールとして、地方電化マスタープラン（2009-2018年）

を策定し、2020年までに地方電化率（2009年時点で10％未満）を40％まで引き上げることを目

標としている。地方部では、大部分の一般家庭はエネルギー源を薪・ケロシン油に依存し、地

方部住民の民生・生活水準は低く抑えられ貧困が蔓延している。照明、空調、調理などに利便

性の高いエネルギー源である電力を利用できない地方部住民にとって、ケロシン油は照明用と

して欠かせないが、内部補助の恩恵を受けるグリッドからの電気に比べて割高であり、更にケ

ロシン油の煙や煤による呼吸器系の障害を惹き起こす点が懸念されている。かかる状況下、ケ

ニアでは政府の方針により基幹送電線並びに配電線が国内に広く整備され、地方電化において

もグリッド延長により段階的に未電化地域への電化を推進している。これらグリッド電化と並

行して、太陽光発電（PhotoVoltaic：PV）など再生可能エネルギーを活用したオフグリッド電化

が民間の主導により急速に進んでいるところ、政府では2005年以降に学校、診療所を対象とし

たPV設備を導入し、グリッド電化を補完している。 

以上のような背景の下、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は2009

年度にケニア、ウガンダを対象に、未電化地域の再生可能エネルギーによる地方電化の課題、

普及のための方策等について調査・分析、さらに協力の可能性を検討するための準備調査「ア

フリカ地域未電化村における再生可能エネルギー活用促進プログラム準備調査」を実施した。

右調査を通じ、未電化地域の再生可能エネルギー設備の多くは小規模であるが、その電化ニー

ズは非常に高く、適正技術の活用、普及のためのモデル作り、そして適切な維持管理による安

全性・持続性向上のための能力向上が課題となっていること等が明らかとなった。その後、関

係機関や他ドナーとの協議を通じ、JICA、国際連合工業開発機関（United Nations Industrial 

Development Organization：UNIDO）、ケニア政府（地方電化庁（Rural Electrification Authority：

REA）、ジョモケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta University of Agriculture and Technology：

JKUAT）の三者で、再生可能エネルギー地方電化の推進にかかるLetter of Understandings（LOU）

を締結し（2009年11月）、同分野における連携強化を図ることとなった。本件「ケニア国再生可

能エネルギーによる地方電化モデル構築プロジェクト（公共施設電化）」は、右LOUに基づきREA

より要請がなされたものであり、この他にJKUATより「ケニア国再生可能エネルギーによる地

方電化推進のための人材育成プロジェクト」、UNIDOより「ケニア国再生可能エネルギーによる

地方電化モデル構築プロジェクト（産業施設電化）」の協力要請が提出されている。上記の技術

協力プロジェクトは互いに連携・補完しあうものである。 

 

１－１－２ 調査の目的 

先の「調査の背景」と2010年12月に実施した「ケニア国再生可能エネルギーによる地方電化
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推進のための人材育成プロジェクト」詳細計画策定調査時に得られた基礎情報を踏まえ、本調

査は、REA及びエネルギー省（Ministry of Energy：MOEn）等との各種協議や情報収集を通じ、

要請された技術協力プロジェクト内容の妥当性を確認するとともにプロジェクト計画の骨子

（協力枠組み、活動概要及び想定される投入等）について関係者間で合意することを目的とす

る。なお、調査団員の構成及び調査日程（実績）は次のとおりである。 

 

＜団員構成＞ 

Job title 

分 野 

Name 

氏 名 

Occupation 

所  属 

総括 

 

小川 忠之 

 

独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

 

Team Leader 

 

Mr. Tadayuki 

OGAWA 

Senior Advisor 

Japan International Cooperation Agency 

 

再生可能エネルギー

地方電化 

 

住吉 央 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループエネルギー・

資源課 課長 

 

Rural Electrification 

Using Renewable 

Energy 

Mr. Hiroshi 

SUMIYOSHI 

Director 

Energy and Mining Division 

Natural Resources and Energy Group 

Industrial Development Department 

Japan International Cooperation Agency 

 

技術協力計画 

 

宮田 智代子 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループエネルギー・

資源課 インハウスコンサルタント 

 

Technical Cooperation 

Planning 

 

Ms. Chiyoko 

MIYATA 

 

In-house Consultant 

Energy and Mining Division 

Natural Resources and Energy Group 

Industrial Development Department 

Japan International Cooperation Agency 
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＜調査日程（実績）＞ 

No Date Day 

Activities Accom

modati

on 
Mr. Sumiyoshi Mr.Ogawa & Ms. Miyata 

1 Jan.22 Sat  Dep（Ethiopia） 

Abuja 13:20 - Addis Ababa 

20:05（ET910） 

 Arrival（Kenya） 

Addis Ababa 23:00 

 Dep（Japan） 

HANEDA 20:45 - KANSAI 22:05

（EK6251） 

KANSAI 23:20 

（EK317） 

In 

flight 

2 Jan.23 Sun - Nairobi 01:00（ET803）

 

 

- DUBAI 05:40（EK317） 

 Arrival（Kenya） 

DUBAI 10:45-NAIROBI 14:55

（EK719） 

Nairobi

Internal Meeting 

3 Jan.24 Mon  Meeting wt JICA Kenya Office（9:30 a.m.） 

 Courtesy call to MOEn and REA（11:00 a.m.） 

Nairobi

 Meeting wt UNIDO（2:30 p.m.） Nairobi

4 Jan.25 Tue  Kickoff Meeting wt MOEn and REA for project planning（9:00 a.m.） Nairobi

 Dep（Kenya） 

Nairobi 16:40 - Dubai 22:40

（EK720） 

 Meeting wt Ministry of 

Industrialization（MOI）（2:00 p.m.） 

 Site visit to “Energy Center” of 

MOEn/REA（4:00 p.m.） 

5 Jan.26 Wed 

 

 Arrival（Japan） 

Dubai 02:50 - Narita 17:20

（EK318） 

 Meeting wt Kenya Industrial 

Research and Development Institute 

（KIRDI）（9:00 a.m.） 

 Meeting wt Ministry of Public Health 

and Sanitation（MOPHS）（11:00 a.m.） 

 Meeting wt Ministry of Education

（MOEd）（3:30 p.m.） 

Nairobi

6 Jan.27 Thu   Discussion wt REA（PDM, PO,M/M）

（9:00 a.m.） 

 Discussion wt REA（2:30 p.m.） 

Nairobi

7 Jan.28 Fri   Signing of M/M wt MOEn/REA 

（9:00 a.m.） 

 Report to JICA Kenya Office 

（11:00 a.m.） 

 

 Departure（Kenya） 

NAIROBI16:40 - DUBAI 22:40

（EK720） 

Nairobi

8 Jan.29 Sat   Arrival（Japan） 

DUBAI 03:00 - KANSAI 16:50

（EK316） 

KANSAI 18:05- HANEDA 19:15

（EK6252） 

In 

flight 
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１－２ 調査結果 

１－２－１ 今次「詳細計画策定調査」の位置づけ 

今回の調査は、地方電化庁をカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）とした技術協力

プロジェクトの骨子について協議・合意することを目的としており、次回調査（第2回詳細計画

策定調査）にてプロジェクト計画の詳細策定を引き続き行う予定である旨説明し、ケニア側の

理解を得ている。特に、今回調査では、プロジェクト計画の主要コンポーネント及びそれぞれ

のアプローチ等についてC/Pとの間で合意を得、会議議事録（Minutes of Meetings：M/M）にまと

めた。今回調査で、残された協議事項プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）・活動計画（Plan of Operation：PO）の詳細協議、プロジェクト実施体制等）やド

ナー動向にかかる情報収集等は、次回調査（2011年3月頃想定）にて行い、協議議事録（Record of 

Discussions：R/D）案を含めた最終的なM/M署名を行う予定である。 

 

１－２－２ UNIDO要請案件（産業施設電化モデル構築）の扱い 

「調査の背景」にて述べたように、本件プロジェクトと同時にUNIDOより「ケニア国再生可

能エネルギーによる地方電化モデル構築プロジェクト（産業施設電化）」の協力要請（無償資金

協力）が日本政府に対しなされたため、外務省及びJICAにてその実施可能性について検討を重

ねてきたが、政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）予算縮小のおり、右案件に

対し日本政府からUNIDOへの特別拠出金の付与や無償資金協力予算の確保は困難であった。こ

のため、今次調査においては、UNIDOの要請と同様に、地方電化モデルの構築を目的とした要

請を提出したREAの技術協力プロジェクトの中に、UNIDOの要請を一部取り込み、その部分の

実施については、UNIDOに再委託契約という形でプロジェクトへの参加を願う、という提案を

用意して、UNIDO及びカウンターパート関係機関との協議を行った。 

結果として、UNIDOは、本技プロにおいて、産業施設電化パイロットプロジェクトのコンサ

ルティング業務を再委託契約（業務委託型日本人専門家チームの下）で実施することに合意し

た。また、UNIDOが産業施設電化に適したサイトのピックアップとそのサイト情報の収集のた

めに行った調査の対象となったCommunity Power Center100サイトのリストや地点情報を、本技

プロの中で活用することについても、UNIDOは快諾した。さらに、本技プロにて公共施設電化

パイロットだけでなく、産業施設電化パイロットを行う旨、さらにケニア国内において同分野

にて、最も経験豊富で知見を蓄積しているＵNIDOが再委託先として本技プロに参加する予定で

ある旨MOEn・REAに説明し、合意を得ることができた。 

 

１－２－３ C/P機関との協議 

（1）技術協力プロジェクトにおける主要協力内容の確認 

1）パイロットプロジェクトについて 

現在、公共施設10サイト、産業施設10サイトで検討を進めているが、REAは結果を早

く出しモデル普及段階にすすむことを期待しており、サイト数にはこだわらないとのこ

とであった（サイト数に関するMOEnの意向は確認できていない）。このため、プロジェ

クト全体工程を考慮したうえで、サイト数については、次回再度協議する必要がある。 

公共施設電化パイロット地点の選定については、協力準備調査（2）にてREAより提供

された候補リスト（概略設計を行った有望3サイトを含む）をベースに最終地点決定を行
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うことで、双方合意している。 

産業施設電化サイトの選定については、迅速なパイロットプロジェクトの実施と、政

治的影響の回避のために、基本的には地方電化マスタープランを軸に、MOEn、REA、JICA

が協力して選定を行うこととし、この過程で、産業省（Ministry of Industrialization：MOI）

などの機関との情報共有等は行うが、MOEn、REAと同列のC/Pとしての扱いではなく、

あくまで協力機関という位置づけになる。 

 

2）モデル構築、政策・制度関連 

地方電化マスタープラン（Rural Electrification Master Plan：REMP）で示しているビジ

ネスモデルの例と本技プロにて提案が想定される公共施設・産業施設電化モデルは必ず

しも一致しないが、技プロにより提案されるモデルが普及モデルとして確立されれば、

REMに反映される、とのこと。 

「モデル」に含まれるべき事項や「モデル」のあるべき姿については、今次調査中に

も何度も議論したが、今後も引き続き協議していく。基本的には、技術・財務・組織/制

度についての提案が含まれるべきであり、そのモデルが便益をもたらすことがパイロッ

トプロジェクトを通じて、実証されることが望ましい。 

プロジェクトが提案する「政策・制度」については、MOEnが正式に承認すれば（最終

的には次官承認）、実施・適用される、とのこと。 

 

（2）プロジェクト実施体制の確認 

MOEn及びREAがプロジェクトの実施機関である旨、M/Mに明記。また、MOEn、REAの

主要な役割についてもM/Mに明記した。 

「再生可能エネルギー地方電化」担当部局は、MOEn、REAとも、「再生可能エネルギー

局」であり、各20名、5名のスタッフが勤務。ケニア政府側は、本技プロに参加するC/Pに

ついて次回ミッションまでに特定し、JICAケニア事務所に知らせるようM/Mに記載した。 

今回は、R/Dドラフト協議までは進めなかったため、プロジェクト実施体制及び関係各機

関の役割等の明確化が重要な旨、REAには伝え、詳細について次回協議・整理することと

した。 

 

（3）投入内容の検討 

日本側の投入（技術専門家派遣、パイロットプロジェクト機材及び設置費用、C/P研修、

セミナー開催費等）及びケニア側の投入（オフィス、ケニア側C/P出張費用の負担）につい

て、基本的合意を得た。詳細については、次回調査においてPDM、POの検討と合わせて、

協議を行う。 

 

（4）再生可能エネルギー地方電化プロジェクトの経験及び教訓の共有 

MOEn/REAは、PVによる公共施設電化のほか、小水力、バイオガスによる発電施設の設

置プロジェクトなどの経験があり、これらのプロジェクトにおける経験・教訓について共

有することが出来た。この詳細については、第3章 3-3にて別途述べる。 

「Energy Center」は、MOEn再生可能エネルギー局傘下で全国に12カ所ある、特に地方部
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を対象とした再生可能エネルギー技術の利用促進センターである。特に、バイオマス分野

での技術開発・普及のための活動を中心に行っており、改良調理ストーブやバイオダイジ

ェスターの実証プラントなどがある。地方部での技術紹介会なども実施している。 

 

１－２－４ C/P以外の関係省庁との協議結果 

UNIDO要請をREA技プロに取り込むことにより、産業施設電化パイロットプロジェクトは、

REA技プロの中で実施することとなったため、同分野にかかる関係機関として、MOI、ケニア産

業技術開発研究所（Kenya Industrial Research Development Institute：KIRDI）においても、REA技

プロの概要説明を行い、産業施設電化パイロットにかかる情報共有及び協力について理解を得

た。特にKIRDIはプラント設置経験もあり、その情報・知見を共有いただく予定である。 

公共施設電化パイロットプロジェクトの対象施設となる、地方部の保健施設や学校施設の上

位官庁である、保健衛生省、教育省に対しても、REA技プロの概要説明を行い、協力への理解

を得た。また、地方部の保健施設及び学校における施設メンテナンス及び電気・水の費用負担

についても合わせて基礎情報を得ることができたため、その概要を以下に示す。 

 

（1）教育省（Ministry of Education：MOEd） 

教育省では、近年「Free Education Programme（Secondary school and Primary school）」を実

施しており、これは教育にかかる費用（の一部）を政府が支給し、教育の無償化を図ろう

というものである。支給費目は、授業料、人件費、施設維持管理費、光熱費、事務経費等

であり、生徒1人につき、MOEdの通達によりそれぞれの支給額が定められている。たとえ

ば、Secondary Schoolについては、2008年1月9日付で発出された「Interim Guidelines for the 

implementation of free secondary education（MOEn/G1/9/1/44）」により、次表のように規定さ

れている。これは、通常のPublic Secondary Schoolに対し、一律支給が約束されているもの

であり、Boarding 機能（寄宿舎付）を有する学校に対しても同様である。このため、Boarding 

Schoolでは、その機能維持にかかる費用を生徒の両親より別途集金している。この親が負担

する費用の上限額については教育省が定めているが、実際の金額については地域の物価等

を反映させて設定されるため地域により差異が生じる。 

 

表１－２－１ 生徒1人当たりの学校への政府補助金 

 Vote Head Amount（ksh） 

1 Tuition 3,600.00 

2 Repair, maintenance and improvement 400.00 

3 Local Travel and Transport 400.00 

4 Administration costs 500.00 

5 Electricity, water and conservancy 500.00 

6 Activity Fees 600.00 

7 Personal Emoluments 3,965.00 

8 Medical 300.00 

 Total School Fees 10,265.00 
出典：Interim Guidelines for the implementation of free secondary education（MOEn/G1/9/1/44） 

 

＊RMI（Repair, maintenance, improvement）学校施設の修理、保守、改修に充当。 

＊EWC（Electricity, water, conservancy）水・電気・廃棄物処理費用に充当。 
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教育省の担当者によれば、実際の学校運営費用は、政府補助金だけでは賄いきれず、不足

分は、学校ごとのSchool management committeeで相談し、父母からのContributionを増額する

などして手当てしているとのことであった。EWC支給額は、電化地域も未電化地域（ケロ

シンランプ使用）も同額であり、またPV電化した学校も同様にMOEdからの追加支給はな

い。また、教育省の担当者によるREA技プロのパイロットプロジェクト（公共施設）に関

する見解は次のとおりであり、実施に支障がないことが確認された。 

 

1）コミュニティ・ソーラー・システム（Community Solar System：CSS） 

学校ごとの収入創出活動は、教育の充実のためであれば、特段禁止されるものではな

いため、学校の教育活動に支障がなければ、バッテリー充電設備（Battery Charging 

Station：BCS）の設置及び小規模ビジネス（充電サービス業による収入創出）の実施は問

題ない。BCSオペレーターは、学校による雇用もしくはSchool management committee（下

部に、School infrastructure committeeがあり、non-teaching staffを雇うなどしている）によ

る雇用でも問題ない。 

 

2）パイロットプロジェクトのモニタリング 

パイロットプロジェクト終了後のMOEdによるモニタリングの際にも役立つので、

Operatorのトレーニングプロセスには、MOEdも加えてほしい、とのことであり、プロジ

ェクト期間中にも、対象地域のDistrict education Officerのモニタリング活動への参画を要

望している。 

 

（2）保健衛生省（Ministry of Public Health and Sanitation：MOPHS） 

保健衛生省での聞き取りによれば、地方部の保健施設では、夜間の急な診療や処置に対

応できるよう、低価格で安定した照明を必要としており、オフグリッドによる電化はグリ

ッド延伸の困難な地域では有効な手段であるが、突然の電力供給停止などのないよう、メ

ンテナンスの体制を整えることが重要との認識を有している。このため、REA技プロにお

けるモデル構築のためのパイロット実施については、歓迎されている。 

現在のケニアの主要な保健施設は、大きく分けて、Dispensary（3,300）、Health Center（616）、

Hospital（248）の3施設があり、MOPHSとしては、厳しい条件下にあり住民にもっとも近い

施設であるDispensaryに施設拡充（電力供給含め）のプライオリティを置いている。今回の

聞き取りによれば、入院施設のないDispensaryなど地方部の保健施設で最低限備えたい設備

として、MOPHSは特に次の5点を挙げている。 

1）Lighting 

2）Vaccine refrigerator 

3）Autoclave 

4）Centrifuge 

5）Microscope 

    

しかし、実際に未電化地域の地方部Dispensaryでは、これらの機器すべてが備えられてい

ることはほとんどなく、グリッド電化地域においても地方部では設備の一部のみが設置さ
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れているケースが多い。また、ケニアの保健施設については、その規模や機能により施設

ごとに必要とされる人員（有資格者数も含）や機器等についても「Norms and Standards for 

Health Service Delivery（Ministry of Health June 2006）」にて定められており、実際のパイロ

ットプロジェクト実施時に対象施設の需要規模を特定する際には、同文書及びMOPHSや

District Medical Officerへの確認が必要と考えられる。 

    

グリッドにより電化されている保健施設（Health CenterもDispensaryも）に対しては、各

施設の年度計画に基づき、MOPHSが電気料金分を予算として配布している。また、保健施

設による電気料金未払いなどの事態が生じた場合は、医療活動に直接かかわる同施設では

なく、代わりにMOPHS本省施設の電力供給が停止される、という契約をKPLCとの間で締

結している。また、MOPHS によれば、2010/2011年度よりHealth Sector Service Fund（HSSF）

にて、Health Centerに運転・維持管理（Operation and Maintenance：O&M）のための費用

（240,000ksh/半年）を支給している。しかし、まだ開始したばかりなので、しばらく同Fund

の活用についてはモニタリングを行い、実行可能性が確認できた後、Dispensaryレベルへの

展開も検討したいとの意向であった。このFundがオフグリッド地域のDispensaryにも適用さ

れれば、PV電化した際のO&M及びバッテリ交換用の積立資金としての活用可能性があるた

め、今後の同Fundの動向には注意が必要である。 

 

１－３ 次回詳細計画策定調査（第2回目）の主要検討項目 

次回調査にて、新たにまたは継続して検討・協議すべき事項は、①プロジェクト計画、②プロ

ジェクト事前評価（5項目評価）、③その他必要な追加情報の収集・整理、の3点にかかわる事項で

ある。 

    

（1）モデル構築 

本件技術協力プロジェクトでは、再生可能エネルギー地方電化モデルの構築を目標として

いるが、構築されるモデルが適用・普及される可能性のあるサイト数や地域（範囲）につい

て確認する。 

また、モデル構築のためのパイロットプロジェクトの実施にあたっては、モデル検証（イ

ンパクト評価、効果測定）のためのベースライン設定（ベースライン調査）、モニタリング・

評価が重要となる。その手法について検討が必要である。 

 

（2）公共施設電化モデル 

公共施設電化モデルの対象施設（パイロットプロジェクト実施対象）については、これま

で先方関係機関との間で「学校と保健施設」としてきているが、その2つに対象を絞る、と先

方と明確に合意した文書はこれまで見当たらない。しかも、今次協議の最終日に、REA総裁

より、「REMPにおいてはトレーディングセンターも優先して電化すべき公共施設と認識され

ているが、本技プロとの関係で言えば、トレーディングセンターは、産業施設電化の対象、

という分類も可能性がある」という見解が示された。このため、次回調査においては、公共

施設電化モデルの対象について再確認し、共通認識をM/Mに記載しておく必要がある。 

また、公共施設電化モデルのPVシステムデザインについては、これまで先行実施してきた
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協力準備調査を通じて、CSSが有力なシステムとして推奨されてきている。しかし、既に

MOEn/REAが自らのプロジェクトにて公共施設に設置しており、またスペインの協力で今後

大量導入されるであろう、屋根置きの大型戸別太陽光発電設備（Solar Home System：SHS）に

ついても、O&Mを含めたより適切なモデル構築を検討し、提案する必要がある。従って、本

技プロで扱うPVシステムとしては、CSSに限定せず、以下に列挙するようなその他のタイプ

も検討の範囲とすべきである。この点については、再度C/P機関と確認し、合意する必要があ

る。 

＜その他考えうるタイプ＞ 

-Solar Home System（BCSのないタイプ） 

-PVミニグリッド（対象公共施設が複数密集、または世帯電化も含むケース） 

-ハイブリッド（日照だけでは十分な電力が得られないケースやディーゼルの補完） 

    

さらに、MOEn/REAによる公共施設への再生可能エネルギーによる電力供給方針は、これ

までの事例によれば、基本的に照明のみを対象としているが、教育省・保健衛生省による具

体的な機材設置計画等があれば、将来需要を見込んだモデル提案が必要となってくる。こう

した場合の教育省、保健衛生省との調整は、どのように行うべきか、といった点についても

検討する必要がある。 

 

（3）産業施設電化モデル 

産業施設電化モデルについては、公共施設電化モデルと異なり、準備調査等を実施してい

ないため、サイト選定のためのリスト作りからプロジェクトの中で始めなければならない。

その意味では、パイロット事業も含めて公共施設電化モデルよりもさらに難易度が高く、活

動内容・実施体制等についても注意深く検討していく必要がある。REA技プロの取り込む形

となったため、採用する発電システム及びデザイン等については、必ずしもUNIDOの要請（エ

ナジーキオスク）にのみ縛られる必要はなく、MOEn/REAの経験も踏まえ、モデルの検討を

行うこととなった。今次調査のM/M上では、次の3形態を例としてあげているが、これに限定

するものではない。ただし、小規模であっても産業／ビジネスへ活用を可能とする電力規模

が必要であるため、エネルギー源としては、マイクロ水力、バイオガス、風力、及びハイブ

リッドなどが考えられる。 

- Industrial development potential driven-site 

- Renewable energy potential driven-site 

- 従来のエナジーキオスク型（小規模エネルギーone-stop serviceのような） 

 

（4）発光ダイオード（Light Emitting Diode：LED）ランタンの組み込み検討 

MOEn/REAが世帯電化モデルの一環として、LEDランタンの普及に関心を寄せている。この

ため、本技プロにて提唱される公共施設や産業施設を対象とした電化モデルについても、充

電施設の活用によるLEDランタン利用について検討する余地がある。具体的にどのような方式

が可能か、次回調査にて協議する。 
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（5）パイロットプロジェクトの機材現地調達の方法と再委託先 

サイト調査、システム設計、入札図書作成等については、日本人専門家とREAが実施する

ことが想定される。他方、機材調達・設置工事・O&M技術指導については、技術上の理解の

ずれや時間・費用ロスを避けるため、機材供給業者（サプライヤー）による、一括受注の可

能性もありうる。MOEn/REAのプロジェクト事例も踏まえ、現地業者のキャパシティ、さら

にケニア事務所の現地調達上のキャパシティ等も含め、現地調達手続きに関する問題点の洗

い出し及び工程等の検討を行う必要がある。 

 

（6）環境社会配慮 

公共施設電化パイロットにおけるPV設備の設置であれば、環境影響評価（Environmental 

Impact Assessment：EIA）について特に必要ないという判断が、これまでの準備調査等も通じ

て関係機関よりなされていたが、産業施設電化パイロットプロジェクトの実施にあたり、マ

イクロ水力、バイオガス発電等を扱う可能性が高くなったため、そのパイロットプロジェク

トにおける環境社会配慮の必要性（EIA含む）・留意点について、確認する必要がある。これ

らについては、次回調査にてEIA担当官庁である、国家環境管理庁（National Environmental 

Management Agency：NEMA）及びMOEn/REAにて、次の点を中心に直接聞き取りを行う。 

-基本法制度の確認（現在入手資料から変更がないか） 

-小規模の再生エネルギー発電施設にかかるEIA手続きの確認。（工程期間短縮化の可能性

等） 

-EIA実施コンサルタントの登録要否（Internationalコンサルタントのケースを含む） 

-EIAライセンス費用の扱い 

 

（7）他ドナー動向・情報共有 

再生可能エネルギー地方電化に関する協力を実施中または計画中の他ドナーの動向につい

て、調査・確認を行う。（例：ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit（GIZ）GmbH：GIZ）、フランス開発庁（Agence Française Développement：AFD）、

世界銀行（World Bank：WB）/国際金融公社（International Finance Corporation：IFC）、GoFin

等） 
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第２章 協議の概要 
 

２－１ 調査の目的 

先の「調査の背景」と「ケニア国再生可能エネルギーによる地方電化推進のための人材育成プ

ロジェクト」詳細計画策定調査（2010年12月）及び「ケニア国再生可能エネルギーによる地方電

化モデル構築プロジェクト」詳細計画策定調査（1）（2011年1月）の実施時に得られた基礎情報を

踏まえ、本調査は、REA及びMOEn等との具体的な協議や追加的情報収集を通じ、前回調査で先方

と検討を行ったプロジェクト計画の骨子を見直し、その妥当性を確認するとともに、プロジェク

ト計画の詳細（協力方針、活動内容及び想定される投入等）について関係者間で合意することを

目的とする。協議内容は、M/Mの署名・交換を通じ、ケニア側と確認した。 

 

＜団員構成＞ 

担当分野 氏 名 所  属 

総括 小川 忠之 独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

 

技術協力計画1 宮田 智代子 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループエネルギー・資源課

インハウスコンサルタント 

 

技術協力計画2 宇多 智之 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループエネルギー・資源課

主任調査役 

 

評価分析 嶋岡 和美 グローバルリンクマネージメント株式会社 

社会開発部 研究員 

 

 



 

－12－ 

＜調査日程（実績）＞ 

No Date Day 

Activities 
Accommo

dation 
Mr. Ogawa, Ms Miyata, 

Mr. Uda 
Ms. Shimaoka 

1 Mar.8 Tue  Departure（Japan） 

HANEDA 20:45 - KANSAI 22:05（EK6251） 

KANSAI 23:20（EK317） 

In flight 

2 Mar.9 Wed - DUBAI 05:40（EK317） 

 Arrival（Kenya） 

DUBAI 10:45-NAIROBI 14:55（EK719） 

Nairobi 

3 Mar.10 Thu  Meeting wt JICA Kenya Office（8:30） 

 Courtesy visit and Kick-off Meeting with MOEn/REA（10:00） 

 Meeting wt UNIDO（15:30） 

 

Nairobi 

4 Mar.11 Fri  Kick off Meeting wt MOEn/REA（8:00） 

 PDM & PO discussion wt MOEn/REA（13:00） 

 R/D、M/M discussion（16:00） 

Nairobi 

5 Nar.12 Sat  Site visit（Tungu Community MHP project site by MOEn） Nairobi 

6 Mar.13 Sun  Documentation Nairobi 

7 Mar.14 Mon 

 

PDM, PO,R/D, M/M discussion（9:00） 

Meeting wt KEREA（13:30） 

Meeting wt JKUAT（15:30） 

Nairobi 

8 Mar.15 Tue  Signing of M/M wt MOEn/REA（7:00） 

 Report to JICA and Japan Embassy（10:00） 

 Meeting wt National Environmental Management Agency

（NEMA）（11:30） 

Nairobi 

 Departure（Kenya） 

NAIROBI16:40 - DUBAI 

22:40（EK720） 

 

 

 Meeting wt GoFin 

 

 Meeting wt AFD 

 

 Meeting wt GIZ 

 

 

9 Mar.16 Wed  Arrival（Japan） 

DUBAI 03:00 - KANSAI 

16:50（EK316） 

KANSAI 18:05- HANEDA 

19:15（EK6252） 

Nairobi 

10 Mar.17 Thu  

 

In flight 

 Departure（Kenya） 

NAIROBI16:40 - DUBAI 22:40

（EK720） 

11 Mar.18 Fri  

 

 Arrival（Japan） 

DUBAI 03:00 - KANSAI 16:50

（EK316） 

KANSAI 18:05- HANEDA 19:15

（EK6252） 
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２－２ 調査結果概要 

案件名 ケニア国再生可能エネルギーによる地方電化モデル構築プロジェクト 

相手機関名 地方電化庁（REA）、エネルギー省（MOEn） 

上位目標 ケニア人の生活の質を向上させるため、再生可能エネルギー地方電化モ

デルの普及が図られる。 

プロジェクト目標 再生可能エネルギーによる地方電化モデルが構築される。 

成果 （1）パイロットプロジェクトを通じて、未電化地域における保健施設の

ための太陽光発電による電化実用モデルが開発される。 

（2）パイロットプロジェクトを通じて、未電化地域における学校施設の

ための太陽光発電による電化実用モデルが開発される。 

（3）パイロットプロジェクトを通じて、ビジネス/産業施設（生産的活

動を行う施設）のための再生可能エネルギーによる電化実用モデルが開

発される。 

（4）上述の再生可能エネルギー地方電化モデルがケニア国内で普及する

ための、必要な政策・制度に関する提案がなされる。 

活動 

（主要活動のみ記

載） 

（1）成果1のための活動（保健施設電化モデル） 

－関連研究、調査結果のレビュー、再生可能エネルギー活用にかかる現

状分析 

－モデルに含まれる事項の明確化と検討 

－本技プロに先立ち実施された協力準備調査において選定されたパイロ

ット候補サイト及び設備設計のレビュー 

－パイロットプロジェクトサイトの選定 

－保健施設への設備設置によるパイロットプロジェクト実施（フェーズ

1&2） 

－パイロットプロジェクトのモニタリング 

－パイロットプロジェクトの結果を反映させ、「モデル」に含まれる事項

の検討 

－保健施設電化モデル構築のための提案を準備 

（2）成果2のための活動（学校電化モデル） 

－上述（1）と同様の活動を行い、学校電化モデル構築のための提案を準

備 

※保健施設及び学校施設あわせて10サイトのパイロットプロジェクトを

想定。 

 

（3）成果3のための活動（産業施設電化モデル） 

－関連研究、調査結果のレビュー、再生可能エネルギー活用にかかる現

状分析 

－モデルに含まれる事項の明確化と検討 

－産業施設電化パイロットプロジェクトの類型化 

－パイロットプロジェクトサイトの選定 

－産業施設への設備設置によるパイロットプロジェクトの実施（3サイト

想定） 

－パイロットプロジェクトのモニタリング 

－パイロットプロジェクトの結果を反映させ、「モデル」に含まれる事項

の検討 
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－産業施設電化モデル構築のための提案を準備 

（4）成果4のための活動 

－「成果1-3」を通じて、提案準備される政策・制度にかかる提言準備活

動についてモニタリングを行う。 

－ケニア及び東アフリカのエネジーセクタードナーやステークホルダー

と再生可能エネルギー地方電化モデルにかかる情報共有等のためのワ

ークショップを開催 

－モデル普及に必要な政策・制度等の検討及び提言をとりまとめる 

投入 （1）日本側投入： 

プロジェクトにかかる費用 

技術専門家、必要機材、現地及び本邦研修、セミナー、ワークショップ

（2）ケニア側投入 

オフィス、カウンターパート、パイロットサイト用LEDランタン（啓発

用） 

協力期間 2011年10月～2014年9月（3年間） 

 

２－３ 調査結果 

２－３－１ M/M署名・交換相手先 

代表機関であるMinistry of Energy 及びRural Electrification AuthorityとM/Mの署名・交換を行っ

た。先方のサイナーは対処方針会議時に想定していた以下の2名。 

Mr. Patrick M. Nyoike, Permanent Secretary, MOEn 

Mr. Zachary O. Ayieko, Chief Executive Officer, REA 

 

２－３－２ プロジェクト実施体制 

プロジェクトの実施体制と各カウンターパートの役割について確認し、プロジェクト組織図

（実施体制図）の形にとりまとめた。合意結果は付属資料M/M（写）のAppendix 4として添付し

た。 

プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャーは以下のとおり。 

・プロジェクトダイレクター：Chief Executive Officer, REA 

・プロジェクトマネージャー：Senior Engineer, Renewable Energy, REA 

・プロジェクトマネージャー：Acting Director, Renewable Energy Department, - MOEn 

MOI、MOEd、MOPHS、等のパイロットプロジェクトに関連する機関は、現状では実施体制

図に組み入れられておらず、合同調整委員会の委員候補として留められているが、プロジェク

ト開始後パイロットプロジェクトの詳細を詰める過程において、他の外部機関の参画も必要と

判断された場合は、実施体制に反映させることと整理された。 

ワーキンググループは、プロジェクトを円滑に実施し年間活動計画を達成させるべく、日常

的な進捗管理を行うことを目的としてMOEn、REA及びJICA専門家チームで組織される。なお当

該グループは、C/P及びそれぞれのパイロットプロジェクトサイトの地方自治体関係者によって

構成されるローカルワーキングチームと協力して、業務の遂行にあたる。 
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２－３－３ 合同調整委員会 

合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）の設置について同委員会の目的を説明

の上ケニア側と協議を行い、構成メンバーを決定した。構成メンバーには、構築されるモデル

が行政・社会に円滑に普及されるよう、MOEd、MOPHS、MOI、等の行政実施機関の参加が望

ましいことをケニア側に提案したが、現時点ではこれらの行政機関はJCC委員候補の位置づけで

整理されている。 

JCC委員長には、本調査にかかるM/Mの署名者でもある、MOEnのPermanent Secretary が務め

ることで双方の合意を得た。 

 

２－３－４ プロジェクト名称 

プロジェクト名称については、以下のとおり。 

英文名：Establishment of Rural Electrification Model Using Renewable Energy 

和文名：ケニア国再生可能エネルギーによる地方電化モデル構築プロジェクト 

 

２－３－５ PDM、PO 

プロジェクトの目標、成果、活動、指標、投入、外部条件については、PDMのスキームの説

明を行ったうえでケニア側と協議を行った。PDMの合意結果は付属資料M/M（写）のAppendix 1

として添付した。POは、内容を合意後Appendix 2に添付した。 

 

２－３－６ UNIDOコンポーネントの扱い 

調査団より、Altera新所長に対してプロジェクトの全体構想を説明した後、産業施設電化パイ

ロットプロジェクトを実施するうえでUNIDOのこれまでの知見、経験が必要である旨、先方に

対し説明を行った。そのうえで、JICAとUNIDOが直接契約を行うことは難しく、UNIDOのREA

技プロの産業施設電化パイロットプロジェクトへの参画を可能とするには、MOEn/REAととも

に技プロの実施主体となるJICAコンサルタントチームとの再委託契約となり、UNIDOが実施す

る内容はコンサルティング部分にかかる部分である旨を説明し、理解を得た。 

 

２－３－７ パイロットプロジェクト 

現在、公共施設10サイト、産業施設3サイトで検討を進めている。REAは技プロ期間を短縮し、

結果を早く出してモデル普及段階に進むことを期待しているところ、調達時期が複数フェーズ

に分かれることに難色を示している。プロジェクト全体工程に加え、入札や業者契約、その後

の支払いといった事務所業務、及び個々のパイロットプロジェクトにおける活動の密度の濃さ、

さらに予算規模等を勘案すると、公共施設は2期分けでそれぞれの期で5サイトずつを1ロットに

まとめ、産業施設は1期のみ3サイト程度に絞るのが現実的と考えられる。しかし、MOEnは産業

施設パイロットサイト数をできるだけ多く確保するため、可能な限りJICAでさらなる予算措置

の検討を要請してきている。 

    

（1）公共施設電化 

公共施設電化パイロット地点の選定については、「アフリカ地域未電化村における再生可

能エネルギー活用促進プログラム準備調査（2）」（2010）においてREAから提供された候補



 

－16－ 

リストをベースに最終決定を行うことで合意された。また、公共施設電化のパイロットプ

ロジェクトの対象として、学校と保健施設の優先度が高く位置づけられ、それに比して地

域マーケット（rural trading center）等の電化優先度はより低いことが確認された。更に、パ

イロット事業を実施するにあたり、サイトの自治体の長や関連省庁の出先機関との連携を

強化し、既存の報告、モニタリング機能を活用する有用性についてケニア側との確認がで

きた。 

学校、保健施設の中でも特に電化の必要性が高く、また電化によるインパクトが大きい

と想定される対象がsecondary boarding schools及びdispensaryである。dispensaryは、地方にお

ける公共医療の最小単位であり、同dispensaryを対象とした電化モデルの構築が強く望まれ

ていることが確認されたが、モデルの対象はこれらに限定せず検討の可能性を残すことで

合意している。なお本パイロットプロジェクトにおける、供与対象となる機材は電化に関

連するものに限定し、ワクチン用冷蔵庫といった必要な医療機器は保健衛生省等が手配す

ることで整理がなされている。 

また、パイロットプロジェクトのサイト選定にかかるクライテリアについては、既に準

備調査（2）において、以下の点が基本事項として確認されているが、今後追加・変更につ

いてはプロジェクトの中で協議・検討されることで合意された。 

（ア）既存のグリッドから距離があること 

（イ）私的所有がされておらず、当該地域のオーナーシップがあること 

（ウ）他ドナーの援助対象と重複していないこと 

（エ）安全対策が実施されること 

 

（2）産業施設電化 

産業施設電化サイトの選定については、迅速なパイロットプロジェクトの実施と、政治

的影響の回避のため、地方電化マスタープランにて資源ポテンシャルが確認されている有

望サイトリストを1つの軸とする。既にUNIDOが小規模産業施設電化を目的としてサイト調

査（100カ所）を2010年に実施しており、“National Community Power Center Site Survey Report”

として、取りまとめられている。本レポートもREMPリストと合わせて活用が可能である。 

いずれにしても、プロジェクト実施段階で明確なクライテリアを設定した上で選定され

ることとなるが、以下のクライテリアは、パイロットプロジェクトのサイト候補として十

分に検討される必要があるとケニア側との合意を得た。 

（ア）再生可能エネルギーが入手可能であること 

（イ）既存のグリッドから距離があり、またグリッドが延長される計画がないこと 

（ウ）産業・生産活動が起こりうる可能性が高いこと 

（エ）安全対策が実施されること 

 

２－３－８ ケニアからの便宜供与 

プロジェクトを実施する際に、以下の便宜供与が得られることをケニア側に確認した。 

ア 日本人専門家執務室、電気・水道・電話回線の提供、IDカードの交付等。 

イ C/Pに係る経費（給料・日当・調査旅費等）の負担。（プロジェクトのみに臨時に雇用す

る補助員、人夫等については、日本側経費負担とすることが可能） 
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ウ プロジェクト専門家の人数や構成に応じたC/Pの配置及びプロジェクト活動への積極的

な関与。 

 

２－３－９ 投入資機材 

ODA経費の支弁可能用途に留意し、産業施設電化及び公共施設電化のパイロットプロジェク

トにかかる投入資機材を別途検討する。また、投入機材が案件終了後も継続的に利用されるよ

う留意し、プロジェクト終了後も自立発展的に活用される機材を選定する。 

 

２－４ 団長所感 

２－４－１ モデル構築 

本プロジェクトでは、公共施設（学校、保健施設）と産業施設を対象として、パイロットプ

ロジェクトの実施を通じて、再生可能エネルギーを利用した地方電化を推進するための適正な

モデルを構築する。公共施設、産業施設の双方に共通してモデルに含まれるべき内容としては、

組織・制度の整備、資金メカニズムの構築、技術的ツールの確立、利用者の便益を測定し最大

化するための支援等が考えられる。本プロジェクトにて構築される地方電化モデルは、地方電

化マスタープランの第15章に記載されているビジネスモデルの一部として反映される予定であ

る。また、モデル構築と並行して、プロジェクト完了後にモデルの普及促進を図るための政策・

制度面での提言を行う。 

 

２－４－２ 実施体制 

本技プロではMOEnとREAが直接のカウンターパートとなるが、プロジェクト完了後のモデル

普及を効果的に進めるため、また設備の持続的な維持管理の観点から、関係省庁（教育省、保

健省など）を含めた体制構築が望ましい。今回の協議では、より迅速なプロジェクト実施の観

点から、これら関係省庁についてはDistrictもしくはCountyなど現場レベルでの連携に留めるこ

とがケニア側から提案されたが、技プロ開始後には本省レベルでも情報交換を行い、現場への

支援が得られる連携体制を醸成しておくことが望まれる。 

 

２－４－３ 公共施設電化モデル 

公共施設電化モデルについては、2009年～2010年に実施された協力準備調査にて、CSSの概念

が提唱され、機材計画・設計を中心として既に一部の概念設計が実施されている。CSSの充電設

備としては、携帯電話、自動車用バッテリーを対象として設計されているが、これらに加えて

最近普及が進みつつあるLEDランタンへの充電を可能とすることが望ましい。REAでは、自己資

金によりLEDランタン普及促進のためのパイロットプロジェクトを実施しており、本技プロにお

いてもコミュニティへの啓発普及の観点から、CSS設置箇所にはMOEn/REAにより試供品を調達

する旨申し出があった。また携帯電話の充電については、Dispensaryでは施設利用者が潜在的な

ユーザーとして想定されるが、Secondary Boarding Schoolでは生徒が携帯電話を学校に持ち込む

ことは許されないため、充電設備の利用者数想定には留意する必要がある。技プロ開始後には、

右協力準備調査のサイト選定結果を確認することになるが、サイト候補地点の周囲に類似の充

電施設がないことを再確認することが望ましい。 
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２－４－４ 産業施設電化モデル 

産業施設電化モデルの普及にあたっては、コミュニティにおける既存の産業活動、並びに電

化後の産業振興ポテンシャルを踏まえ、農産物加工、食品加工、手工芸品製作など、電力の生

産的利用を計画することが重要である。その結果、必要な電力需要規模が想定され、小水力・

バイオガス・風力・PVなど再生可能エネルギーを利用した発電設備規模を計画することが可能

となる。今回、マイクロ水力発電（14kW）を利用した類似施設を視察する機会を得たが、周辺

に配電線が延伸されたこともあり、当該施設で商業・産業活動が活発に行われていないため電

力需要が伸びず、昼間は発電機からの発電電力量の大部分が有効活用されていない状況であっ

た。本技プロにおいても、パイロットプロジェクトの計画段階で現地側のニーズ・ポテンシャ

ルを踏まえつつ、生産的活動の規模を想定することになるが、導入当初は小規模な活動から開

始することで、前述の未利用リスクを最小化することが望ましい。 
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第３章 ケニアにおける再生可能エネルギー地方電化 
 

３－１ 地方電化政策・計画と進捗状況 

３－１－１ Vision 2030 

国内経済開発のロードマップであるVision 2030では、2030年を目標年次として中進国へと発展

し、全国民に質の高い生活を供給することを最終目標とし、そのための1つの原動力として電力

供給を重視している。このため、2030年までに全国民への電力供給を達成することを最終目標

とし、地方部の電化率については2012年までに22％まで向上させ、電化世帯数については2008

年から2012年の間に100万軒（地方部65万軒、都市部35万軒）増加させることを中間目標として

いる。 

 

３－１－２ REA Strategic Plan 2008-2012 

Vision2030の目標を達成するための中期ロードマップとして、地方電化計画の運営、設計、調

達、コミュニケーション、法制度、人材育成、財務管理についての指針を与えるものとなって

いる。同計画では、Access Level1と電化率2について、以下のとおり3期に分けて目標を設定して

いる。 

 

表３－１－１ 2030年までのAccess Levelと電化率目標 

フェーズ 期 間 Access Level 電化率 地方部電化軒数 積算追加需要

（MW） 

 2008 63％ 10％ 750,000 

フェーズ1 2008-2012 100％ 22％ 1,400,000 325

フェーズ2 2013-2022 100％ 65％ 5,050,000 2,150

フェーズ3 2023-2030 100％ 100％ 9,060,000 4,155
（出所：REA Strategic Plan 2008-2012） 

 

現状のStrategic Planは上記フェーズ1に対応しており、同期間の戦略としては以下の公共施設

と、電化された公共施設の周辺住宅を電化することを最優先としている。 

 Trading center 

 Secondary school 

 Health center 

 Primary school 

 Community water works 

 Administrative Facilities 

 

３－１－３ Rural Electrification Master Plan 2009（REMP） 

REMでは2008年から2018年を目標期間とし、エネルギー省で設定された電化率目標（2010年

までに20％、2020年までに40％）を達成するための電化世帯数、電化率目標を設定している。

                                                        
1 中圧（33/11kV）配電線が延長された地域はAccessありとカウントされる。 
2 全人口に対する電化人口の比率（人口電化率） 
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このため、グリッド電化とオフグリッド電化の合計で、2008-2013年の間で65万軒、2014-2018年

の間で95万軒の住宅電化を目標としている。ちなみに、2003-2008年の実績は約6万軒に留まって

おり、REAによると地方部の電化率は約12％（2010年想定）とのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－１ REMによる電化目標 
（出所：Rural Electrification Master Plan 2009） 

 

地方電化に関するエネルギー省の政策方針として、モーターや冷蔵庫など三相負荷への供給

が可能となる配電線延長、並びに中速ディーゼル発電設備によるミニグリッドを中心として地

方電化を推進する意向であり、図3-1-1に示すとおり今後もグリッドによる電化軒数が大宗を占

める。地方電化における再生可能エネルギーの導入については、ディーゼル発電設備を利用し

たミニグリッド電化対象において、PV、風力など再生可能エネルギーを導入し、ディーゼル発

電設備による発電電力量を削減する、もしくは発電設備を置き換えることを推進している。 

    

なお、REMでは以下のターゲット・ロード約2万軒を優先的に選定し、これらを2012/03年まで

に電化することを目標としている。電化の手段としてはグリッド延長とオフグリッド電化（デ

ィーゼル発電、PV、風力、バイオマス）の双方を活用している。 

    

 Administrative institutions：District Headquarters 

 Commercial infrastructure：Trading centers（markets）and rural towns 

 Public educational institutions：Secondary schools and other post-primary institutions 

 Public health facilities：Dispensaries, health centers and hospitals 

    

図3-1-2と表3-1-2に示すとおり、これら公共施設の電化率は2003年時点で約9％であったが、

2010年では約60％まで向上している。残る施設については、2012年を目標として電化を完了す

る予定であるが、今後の電化対象はよりグリッドから離れた小規模な負荷であることから、従

来計画に比べ投資効率も低下せざるを得ず、目標達成には困難が想定される。 



 

－21－ 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：REA） 

図３－１－２ 公共施設の電化状況 

 

 

表３－１－２ 公共施設の電化状況と電化率の推移 

 電化施設数 

年次 ～2003/04 2003/04～

2009/10 

～2010/06 2010/11～

2012/13（計画）

Trading Centers 1,096 5,073 6,169 3,024

Public Secondary Schools 285 3,625 3,910 3,317

Health Centers 348 1,666 2,014 1,565

合 計 1,729 10,365 12,094 7,906

電化率（公共施設） 8.6％ 60.4％ 

地方部電化率 4％ 12％（想定） 
（出所：REA） 

 

地方電化の資金として、1973年以降に自己資金並びにドナーからの外部資金として調達され

た金額は、約460億シリング（約455億円）に達する。これらの内訳としては表3-1-3に示すとお

りであり、約80％が自己資金であり、また全体の約84％が2003年以降に投入された資金である

事から、ケニア政府として地方電化事業を近年急速に推進している意図を読み取ることができ

る。なお、自己資金としては、政府による直接補助以外にも、電気料金金額に5％付加される課

徴金、コミュニティ開発の資金である選挙区開発基金（Constituency Development Fund：CDF）

等から割りあてられている。ドナーからの資金としては、世界銀行、フランス、スペイン、フ

ィンランド等から供与されてきた。 

 

表３－１－３ 地方電化資金の構成、推移 

期 間 
金額（百万シリング） 

割合（％） 
自己資金 外部資金 合計 

1973-2002/03 4,271 2,994 7,265 16 

2003/04-2010/11 32,730 5,883 38,613 84 

合計 37,001 8,877 45,878 100 

割合（％） 80 20 100  
（出所：REA） 

 

2003年

18271

1729

未電化軒数

電化軒数
2010年

7906

12094

未電化軒数

電化軒数
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３－２ RE地方電化に関係する組織 

３－２－１ エネルギー省（Ministry of Energy） 

エネルギー省は電力、石油（化石燃料）、バイオマス、再生可能エネルギーの各部門に関する

所管官庁であり、関連サブ・セクターの政策・計画の立案に加えて、再生可能エネルギー計画

に関するパイロット事業の実施・モニタリングを行っている。 

MOEnにおける地方電化モデル開発の責任部署は、再生可能エネルギー局（Dept. Renewable 

Energy）であり、2011年1月時点では約20名の職員が勤務している。局は、Biomass Energy、 

Alternative Energy、 Energy efficiency and R&D、の3部署に分かれており、2011年1月時点で総勢

約20名のスタッフが勤務している。また、地方部には12カ所のEnergy Center（再生可能エネルギ

ー利用促進センター）があり、各センター約10名のスタッフが勤務している。MOEnのMandate

は、（エネルギー）開発と（利用）促進であり、特に「地方電化」「Affirmative Action」「Promotion

（Public Awareness）」を、3本柱としている。 

地方電化計画については、本来REAが実施機関となるべきところであるが、2007年に設立さ

れいまだ要員、予算面でREAの体制が十分に確立されていない事から、MOEnがREAの活動を支

援しながら実施している状況である。 

本協力についても、MOEnのRenewable Energy Dept.がREAとともに直接のカウンターパートと

して実施体制に組み入れられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：MOEn） 

図３－２－１ エネルギー省（MOEn）の組織図 
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３－２－２ 地方電化庁（REA） 

ケニアでは1973年に地方電化プログラム（Rural Electrification Programme）が施行され、政府

は地方電化のための財源を確保し、East African Power and Lighting Company（EAPL）3が政府と

契約を締結し、コントラクターとして地方電化計画の実施、運営維持管理業務に長年にわたり

携わってきた。ケニア政府は、更なる地方電化計画実施の迅速化を図るべく、グリッド延長並

びにオフグリッド地方電化の実施機関として2007年にREAを設立した。今後、REAの体制（要

員、予算）が拡充されるに従い、エネルギー省やKPLCが実施している地方電化事業からの引継

ぎが進むものと期待されている。 

2011年3月時点で、REAの職員は約130名となっており、再生可能エネルギー地方電化につい

ては、再生可能エネルギー部（Dept. Renewable Energy）が担当しており、本協力の直接的なカ

ウンターパートとなる。同部署には現在5名の職員が勤務しているが、Directorのポストが空席で

あり、実質的にはActing Directorがほとんどの業務に対応している状況である。なお、REA在籍

技術者の多くはMOEnやKPLCの出身者となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：REA） 

図３－２－２ 地方電化庁（REA）の組織図 

 

地方電化計画を実施する場合の設備所有（資産）と維持管理方法については、以下のとおり

となっている。 

① REA設立以前にKPLCに引き渡された設備については、KPLCが設備を所有し、維持管理

                                                        
3 現在のケニア電力公社（KPLC）を指す。 
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も実施している。 

② オングリッド、オフグリッドにかかわらず、REA設立後に竣工となった設備については、

REAが設備を所有しつつ、KPLCと維持管理契約を締結し、KPLCが維持管理を担当する。 

なお、上記①②いずれの場合にもKPLCが維持管理を担当する場合には、オングリッド、オフ

グリッドにかかわらず、同一の電気料金体系が適用されている。 

 

３－２－３ エネルギー規制庁（Energy Regulatory Commission：ERC） 

ERCはエネルギー省から独立した規制機関として2007年に設立され、化石燃料、電力、再生可

能エネルギーの各セクターにおいて、料金規制、許認可、調停等の業務を実施している。ERC

のスタッフは約50名であり、そのうちエンジニアが20名程度となっている。また、再生可能エ

ネルギー部門のRegulationやLicensingの件を扱っている職員は3名である（2010年12月時点）。 

ERCでは太陽熱温水器の設置に関するRegulationとLicense発行について準備しており、2011年

中にもMinisterにより発布される予定である。また、その他の再生可能エネルギー技術について

も、太陽熱温水器と同様にRegulation作りとLicense発行について検討中であり、特にPVについて

はすでにそのための有識者会合（民間セクター、政府関係機関等が参加）が組織され、議論が

開始されている。 

 

３－２－４ ケニア産業技術開発研究所（KIRDI） 

KIRDIは産業省（Ministry of Industrialization）傘下の組織であり、農業、医療、海洋、林業の4

分野とともに、Science and Technology Actの下で、産業分野の研究開発機関として1979年に設立

された。再生可能エネルギーについては、小水力、バイオガス、太陽エネルギー分野での研究

開発を進めている。 

小水力については、GIZが資金を投入しWestern KenyaにてPotential F/Sを実施し、その結果発

表のセミナーを2011年3月に実施している。これら10カ所のポテンシャル・サイトは、主に紅茶

生産地域において導入されているディーゼル発電設備を小水力発電により置き換えるものであ

り、1カ所500kW～3MWの規模である。 

バイオガスについては、国際連合環境計画（United Nations Environment Programme：UNEP）

からの資金協力とUNIDOからの技術協力を得て、畜殺場（Slaughterhouse）を対象に3つのパイロ

ットプラントを設置している。10KVA程度の規模のバイオガス発電により、Slaughterhouseの電

力消費の約20％をまかなっている。 

 

３－３ MOEn/REAによるRE地方電化の経験と教訓 

３－３－１ 公共施設への太陽光発電（PV）地方電化 

MOEnでは2005年から乾燥・半乾燥地域の学校等公共施設を対象として、独立型の太陽光発電

（PV）システムによる電化を実施してきた。同プログラムにより、2009年2月までに98のsecondary 

school、42のprimary school、24のdistrict capitalにシステムが設置された他、類似の保健セクター

プログラムにより、73のhealth centerとdispensaryにも設置されている4。 

上記計画では、MOEn並びにREAの担当者が現地で関係者（地方政府District及び施設関係者）

                                                        
4 “Evaluation of PV Solar Systems in Schools” REA, 2009/2 
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と設置施設を確定し、MOEnの資金でPV機材を設置し、施設の責任者に引き渡して事業完了と

なる。REAの責務は、planningとimplementationである。メンテナンスについては、機材据付時に

契約業者が学校施設関係者の中から人選し、維持管理のための技術指導を行うことを、業者契

約の責務事項に含んでいる。しかしながら、契約業者は基本的な維持管理やバッテリー交換の

ための資金手当て等の説明をするが、その後維持管理は施設側の責任となり、MOEn並びにREA

のフォローアップはないのが実情である。 

以下、本計画実施により得られた教訓を示す。 

 教育省が維持管理体制に組み込まれていなかったため、システム維持管理のための予算割

り当てが十分でなかった。 

 校長先生がPVシステムの維持管理や、予算割りあての必要性を把握している唯一のキーパ

ーソンである場合が多く、PVシステムの成否は校長先生の人脈や見識に大きく依存してい

る。 

 施設管理者は、機材据付完了後に何か問題が発生した場合、契約業者に連絡するのが唯一

の対処であるが、維持管理業務については契約に含まれて居ないため、契約業者がトラブ

ルに対応する事例は少ない。 

 

３－３－２ マイクロ水力発電 

ケニア国内には、260カ所以上の小水力発電ポテンシャル・サイトが特定され、総容量は600MW

以上と想定されているが、容量100kW以下のマイクロ水力発電については過去に3件程度しか実

施されていない。本調査団では、国際連合開発計画（United Nations Development Programme：

UNDP）/地球環境ファシリティ（Global Environment Facility：GEF）の資金援助により、MOEn

と英国系非政府系組織（Non-Governmental Organization：NGO）のPractical Actionが1999～2002

年に設置したマイクロ水力発電（14kW）を視察する機会を得たので、現地調査により得られた

知見を以下に示す。 

 地方部村落では昼間農作業に携わる住民が大部分であり、電力需要は元来夜間ピークであ

ることから、新規の商業・産業活動を創造しなければ、昼間の需要は極めて小さい。今回

訪問したサイトでは、周辺地域に配電線が延長された事もあり、当該施設で水力発電設備

の需要が伸びず、昼間は発電電力量の大部分が有効活用されていない状況であった。この

ため、類似計画の立案に際しては、将来の生産的活動の規模を想定しつつ、導入当初は小

規模な活動から開始することで、上記の未利用リスクを最小化することが望ましい。 

 本計画では、維持管理要員のキャパシティ・ビルディングとしてMOEn技術者が据付作業時

に2週間程度現地で技術指導を行った。しかしながら、維持管理マニュアル、メンテナンス

記録や運転日誌は見当たらず、またビジネス・スキルについてのトレーニングは過去に実

施されていない状況である。このため、類似案件の計画に際しては、設備の運営維持管理

についてのより包括的な技術指導に加え、電気の生産的利用により得られる財務管理を確

実に実施するため、より包括的なトレーニングが必要と考えられる。 

 

３－３－３ バイオガス発電 

ケニアでは1980年代から、地方部農村において1,000ユニットを超える家庭用のバイオガス・

ダイジェスターが導入され、調理用や夜間照明用に利用されてきたが、これらのうち30～50％
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は既に故障により運転停止していると想定されている5。これらは、不適切なサイト選定、低品

質な現地工事、水供給や廃棄物の不足などに起因しており、異なる省庁やNGOによりプロジェ

クト単位で導入されてきたために、成功・失敗のノウハウが組織的に継承されてこなかった点

が問題と考えられる。近年では、プラントの技術開発も進み、またインドをはじめとする海外

の専門家やNGOとの連携により、家庭用のみでなく村落単位の需要をカバーする規模のプラン

トが導入されている。とりわけ、UNEPの資金協力とUNIDO、KIRDIの技術協力により、3カ所

の畜殺場（Slaughterhouse）にバイオガス発電プラントが導入されているので、以下ではこのシ

ステムについて紹介する。 

上記バイオガスプラントプロジェクトでは、UNIDOのコンサルタント（インド人）が技術的

な総括となり、機材の設計・調達・据付工事を監理するとともに、KIRDIがドイツ技術（メーカ

ー：Rottaler Modell）のLocalizationを行い、EIA、土木施工監理、O&M指導、モニタリングを担

当した。 

これらプラントの構成は図3-3-1のとおりであり、蓄殺場からの排水、固体廃棄物を加水分解

タンクに運び、ダイジェスターにて嫌気性発酵させ、越流を経て好気性処理タンクで酸素を加

え、環境影響の小さい廃液として排出されている。UNIDOコンサルタントの報告書6によると、

①加水分解、②酸性化、③メタン発酵の各プロセスで要求される最適温度が異なるため、これ

らを1つのダイジェスターで処理するのではなく、それぞれの処理層で適切な温度管理のもと処

理する事で、ガス出力を最適化することができるとのことである。同技術はHigh Performanceこ

のため、ダイエジェスターの上部には太陽熱温水器を設置し、内部を適温（37度）に保温する

システムとなっている。調査団が視察したNyongaraのシステムでは、1日で約40m3のメタンガス

を生産し、ガソリンエンジンの燃料系を改造したエンジン発電機へ供給し、7kW出力で約4時間/

日の発電が可能となっている。 

 

                                                        
5 Rural Electrification Master Plan Annex 3.2.1 
6 “Feasibility Study on implementing Biogas digesters at the Dagoretti Abattoirs in Nairobi, Kenya” 
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（出所：UNIDO） 

図３－３－１ バイオガスプラントの構成（Nyongara Slaughter House） 

 

その他、関係機関からの聞き取りにより、以下の知見が得られている。 

 現在の規制では、バイオガス発電プラントを送配電線に系統連系する場合、発電容量が

500kW以上であることが条件となる。このため、現在導入されているプラントでは系統連

系できず、所内負荷への電力供給のみ可能なシステムとなっている。 

 バイオガスプラントの土木工事費用は、サイトの地盤条件に左右されるため、過去の事例

（10kW）からは、2.5Million Ksh～8Million Kshとかなり差がある。 

 プラント竣工後、バイオガスの産出量をモニタリングしながら運転を微調整する準備期間

が約2カ月間必要であり、その後商用運転開始可能となる。 
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バイオガス・プラント全景 好気性処理タンク 

  

ガスバッグ 燃料供給系を改造した発電機 

 

３－３－４ 過去に実施された類似案件の実施工程、概算事業費 

調査団では、UNIDOが過去に実施したEnergy Centerプロジェクトの実施工程、概算事業費に

ついて以下のとおり入手した。なお、実施工程は詳細設計以降で技術的に必要となる最小限の

工程を示しており、電気の生産的利用、商業活動を始めるためのコミュニティ・モビライゼー

ションや、ビジネス・トレーニングのための期間は含まれていない点に留意する。 
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表３－３－１ UNIDOによるEnergy Centerの実施工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：UNIDO） 
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表３－３－２ UNIDOによるEnergy Centerの概算事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：UNIDO） 

 

３－４ 他ドナーによるRE地方電化支援の状況 

ケニアでは、21のドナーがエネルギー・セクターを支援しているが、地方電化分野の主たるド

ナーは、AFD、WB、スペイン、及びJICAである7。主要ドナー、並びに今回面談したGIZ及びフィ

ンランド大使館の支援内容を以下に整理する。 

 

３－４－１ AFD：オフグリッド地域におけるミニグリッド発電施設のハイブリッド化支援 

 オフグリッド地域におけるディーゼル発電施設によるミニグリッドの、再生可能エネルギ

ーを活用したハイブリッドへの転換を支援する新しいプログラムを、REAと準備中である。 

 REMPの3本柱である、小水力、独立型PV、及びミニグリッドに対応する支援である。ミニ

グリッドは、既にケニア全体40カ所で建設されており、2009年のREMPによれば更に33カ所

が追加建設される予定。追加分33カ所のうち16カ所が再生可能エネルギーによるハイブリ

ッドの対象となっている（33カ所のうち13カ所については、ディーゼル部分が既に設置済

み）。 

 利用するエネルギー・オプションは、数カ月以内に実施するフィージビリティ調査で決め

るが、主に風力及びPVが想定されている。この33カ所で41MWの容量を持つ計画。施設に

                                                        
7 エネルギー・セクターのドナー会合を調整するAFDの担当者面談にて。 

 

単位：US$

バイオガス発電
ハイブリッド・システム
（PV、植物油エンジン、
風力）

ハイブリッド・システム
（マイクロ水力、植物油
エンジン、PV）

１．機材費
(1) 発電設備
太陽光発電（2kW） 8,500 8,500
風力タービン（3kW） 9,500
植物油エンジン（12kVA） 22,000 22,000
マイクロ水力（15kVA） 15,000
バイオガスエンジン（20kVA） 35,000
(2) 電気設備・制御機器
バッテリー（800Ah,12V/kW） 8,000 3,200
インバータ 3,600 2,000
チャージコントローラ 400 400
電気設備工事 1,200 1,200 1,200
(3) 電力利用（電気製品）
照明機器、充電設備 800 800 800
ICTセンター 4,500 4,500 4,500
商業活動 3,500 3,500 3,500

機材費小計　（A) 45,000 62,000 61,100
２．据付工事費
バイオガス基礎工事 30,000
マイクロ水力基礎工事 35,000
風力基礎工事 2,500
太陽光発電架台 5,000 5,000
植物油エンジン／
バイオガス発電機用庇

2,500 2,500 2,500

建屋／制御室 15,000 15,000 15,000
その他土木工事 53,500 30,000 58,500
据付工事費小計　（B) 101,000 55,000 116,000
概算事業費（A)＋(B) 146,000 117,000 177,100
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ついては、KPLCとREAの間で合意文書が交わされ、REAが調達・据付工事を実施、KPLC

がハイブリッド部分も含めてO&Mを行う。 

 2012年に開始予定、3年間の事業で、ケニア側のC/Pは、MOEn、REA、KPLC。 

 資金はAFDによるローン（約30millionユーロ）で、実施（調達・建設・技術支援）はREA

が行う。 

 サイト選定は、ケニア側が提出した候補地リストをAFDが審査して行う。 

 REAは、設立間もないキャパシティの育っていない組織であることから、技術支援には、

REAのInstitutional Capacity 育成のコンポーネントが含まれ、その内容についてはフィージ

ビリティ調査の結果を基に年内をめどに決める予定である。技術支援の実施主体もREAで

ある。プロジェクトのタスクフォースの立ち上げはこれからである。 

 

３－４－２ 世界銀行（WB）：再生可能エネルギー利用による小規模発電施設の系統連系支援 

 現在実施中の「Kenya Electricity Expansion Project」のもと、系統連系を目的とした再生可能

エネルギー利用による小規模発電施設（Small Power Producers: SSP）の開発に向けた技術的

及び経済的フィージビリティ調査を実施している。 

 ケニアでは、再生可能資源を利用した発電プロジェクトを対象とする「Least Cost Power 

Development Plan: LCPDP」（毎年更新される20年のローリングプラン）のもと、エネルギー

省は、2008年に「Feed-in-tariff」制を導入し、再生可能エネルギー利用による小規模発電の

促進を、風力（50MW以上）、小水力（10MW以上）、バイオマス（40MW以上）の施設につ

いて進めていたが、2010年1月の見直しで、地熱、バイオガス、及び太陽光発電も加えられ

た。しかし、現状では、これら小規模発電施設（SSP）を国のグリッドに連系するための支

援策、すなわち、技術面・財務面についての詳細なガイドラインは整備されていない。 

 世銀の調査により、SSPの電力を、国のグリッドまたは独立型のミニ・グリッドに連系・統

合するために必要となる諸規制や技術ガイドライン案が作成される。 

 

３－４－３ スペイン：公共施設のPV電化支援  

 380カ所の公共施設（学校・病院）を独立型のSHSで電化するプロジェクト「Design, supply, 

installation testing and commissioning of solar PV systems to 380 no. schools, dispensaries and 

health clinics in Asal districts」を実施中。 

 10millionユーロのローン。資機材はすべてスペイン製品のタイドで調達される。スペイン政

府とコントラクターの間で契約を取り交わし、2011年夏頃にプロジェクトを開始し、12～

18カ月間で終了する予定。 

 ケニア側の実施機関は、MOEnで、MOEnが入札を実施する。その際、スペイン大使館が入

札図書を確認した上で、一般入札に移行する。追ってスペイン大使館により、エネルギー

省へ低利融資を行い、施工の進捗に応じてエネルギー省からコントラクターへ支払いが行

われる。 

 ローンに付随するTAや人材育成はなく、施工後に設置業者が使用者に対して行う維持管理

指導のみ。 

 施設の維持管理をプロジェクトで行うことはなく、実施主体であるエネルギー省、実使用

者である学校や病院で維持管理していく。設置約1年後にプロジェクトの評価を実施する。 
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 380カ所のサイト選定は、地方電化マスタープランに沿ってMOEn/REAで選定された。また、

無償資金協力によりFSを実施した。 

 

３－４－４ GIZ：PV分野のドイツ企業と地元企業のパートナーシップ形成支援 

 経済省（Ministry of Economics）に対する技術支援業務として、ドイツ企業の輸出促進を視

野に入れた、ドイツ企業とケニアの地元企業間のパートナーシップ形成を支援している

（GIZの予算は1.1millionユーロ）。 

 参加しているドイツ企業は、システム・インテグレーター及びターンキー・ソリューショ

ンのプロバイダー、インバーターのプロデューサー（SMA社）、及びショート・モジュール

のメーカーの3社で、GIZの支援を得て、キャパシティ・ディベロップメント（CD）を目的

に来ている。このCDは、project-orientedな、企業のためのトレーニングで、契約関係に基

づく技術移転である。SMA社は、ソーラーアカデミーという訓練プログラムを有し、その

アウトポストの設置を計画していることから、研究教育機関のパートナーを探している。

UNEPのライトハウス・プロジェクトをはじめ、商業投資のプロジェクトは、ソーラーアカ

デミーにとって重要なケーススタディの対象とみなされている。 

 ドイツでは、政府のfeed in tariff政策に伴い1年間だけで発電容量が4倍に急増したが、政府

の負担増により補助金がカットされ、現在、大容量が凍結状態にある。PV発電のコストの

低下がこのまま年5－8％進むならば、ケニアのようにグリッドによる電気料が高いところ

では、金利負担が5％以下に抑えられれば太陽光発電も十分採算ラインに入ってくると考え

られ、ドイツは市場開拓を狙っている。 

 中国・インドとの競争は激化しているが、ドイツ及び日本製品がもつ品質とサービスの優

位性（quality edge）をどのように消費者・ユーザーに的確に伝え、理解促進を進めるかが

課題と認識している。その意味で、入札図書の仕様（tender specification）を重要視してい

る。 

 再生可能エネルギーを利用した施設電化事業について、これまでの経験から、助成率

（subsidy）が30％を超えると深刻なオーナーシップの問題が発現し、100％の助成・寄付に

よるものはほとんど失敗するとの教訓を得ている。住民の料金支払に対する意志や電力使

用のニーズ、事業に関する関心などを綿密に調査、経済性と反復可能性についての徹底し

た検討分析のうえに、事業計画は策定される必要がある。 

 

３－４－５ フィンランド大使館 

 フィンランド政府の対ケニア援助政策の変更により、エネルギー分野への支援は、2010年

から始まった南部及び東部アフリカを対象とする地域プログラム「The Energy and 

Environment Partnership with Southern and East Africa（EEP-S&EA）」のみである。 

 ケニアの他に、ボツワナ、タンザニア、ザンビア、モザンビーク、南アフリカ、スワジラ

ンド、ナミビア、及び南部アフリカ開発銀行（DBSA）が参加。各国の民間セクターが取り

組むパイロット・プロジェクト及びフィージビリティ調査を支援しつつ、情報交換を目的

とする地域会合を年1回開催する。地域会合はいまだ開催されていない。 

 フィンランドの外務省に地域事務局を、各国にナショナル・コーディネーターを配し、後

者が支援プロジェクト候補の選定を行い、地域事務所及びステアリング・コミッティで審
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査される。選定プロセスの中で、DBSAによる資金援助の可能性も検討される。 

 ケニアのナショナル・コーディネーターは、エネルギー省（Mr. キバ）である。 

 ケニアでは、3つのプロジェクトが選ばれている。①「Developing and Delivering Product and 

Financing Packages for Income Generating Clean Energy Systems for Rural Farmers and Small and 

Micro Businesses」（by Camco Advisory Services, Kenya Ltd.）、②「Micro Hydro Power Generation 

and Coffee Husk Briquetting Project」（by SASINI, Kenya Ltd.）、③「Briquettes Commercialization 

Project: Turning Waste to Energy」（by Practical Action）。②及び③は林業・エネルギー分野の

もので、②は生産・流通のノウハウを備えた大企業、③は経験豊かなNGOによるものであ

る。 

 EEP-S&EAのホームページ http://www.eepafrica.org/ 

 

３－５ 国内関連企業等の現状 

３－５－１ 太陽光発電（PV） 

ケニアでは1980年代から民間主導で家庭用のSHS設置が進められ、現在の推定では国内に30

万軒以上のシステムが導入され、アフリカ域内でも最大の市場となっている（図3-5-1）。このた

め、国内の業者（機器販売、施工）数は約70社と非常に多いが、PVシステムの設計・施工を一

貫して実施できるシステム・インテグレータ企業は大手数社に限られる。また、家庭用のSHS

ではなく、公共施設など大型の独立型システムの設計を手がけられる人材も限られるのが実情

である8。大手業者では、MOEn/REAの公共施設PV電化を担当したChloride Exide社やDavis & 

Shirtliff（D&S）社が有名である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５－１ アフリカ地域でのSolar Home System（SHS）普及 

                                                        
8 ケニア再生可能エネルギー協会（Kenya Renewable Energy Association：KEREA）による。 
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３－５－２ 風力発電 

ケニアでは1970年代のオイルショック時点から風力利用についての関心が高まり、民間企業、

大学、協会などにより、300基以上の風力給水ポンプが導入された。国内企業ではBob Harries 

Engineering Ltdが1975年に風力ポンプの製作を開始し、その後海外へ製品輸出するに至っている。

風力発電については、MarsabitとNgongに設置されているが、前者については、KPLCにより16

年間運転されていたが、2004年にベルギー製のローター羽根が破損し、運転を停止している。

後者については、ウィンドファーム（850kW×6基）が発電会社KenGenにより運転されており、

2011年1月には13.6MW増設のための契約がスペイン企業との間で締結されている。ケニア国内

には風力タービンの販売・設置を手がける企業が6社程度存在しており、今後国内でより詳細な

風力ポテンシャル調査が進めば、ビジネス機会拡大の可能性はある。 

 

３－５－３ 小水力発電 

ケニア国内では、260カ所以上のポテンシャルサイトが選定されており、総容量は600MW以上

とされている。しかしながら、これらは1970年代後半～1980年代に、ドナーにより実施された

F/S調査結果に基づいており、より詳細な現地調査に基づくサイト選定が必要とされている。 

ケニア国内に民間業者は少なく、GIZ発行の「Renewable Energy Directory for Kenya」には

Hydrotech Systems Ltd社のみが登録されている。このため、ドナーの資金によりプロジェクトを

実施する場合には、インド、中国、日本などから機材を調達している状況である。 

 

３－５－４ バイオガス 

3-3で述べた蓄殺場バイオガスプラントについては、ドイツ企業の製品を海外調達し、UNIDO

と契約したインド人技術者が機材設計監理を担当し、KIRDIが土木施設の施工監理を行っている。

このため、国内民間企業には発電用バイオガスプラントについてのノウハウはなく、類似案件

を実施したUNIDO並びにKIRDIとの連携体制が望ましい。 
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第４章 構築をめざすRE地方電化モデルとパイロットプロジェクト 
 

４－１ 地方電化モデル 

４－１－１ モデルに含まれるべき内容 

オフグリッド地方電化モデルに含まれるべき事項やモデル構築のプロセスで検討されるべき

事項については、将来的な商業ベースでの普及を視野に入れ、それぞれに必要な政策・制度設

計も含めて検討する必要がある。REAの要請書の内容も踏まえ、「政策・制度的枠組みInstitutional 

Framework」「財務的な取り決め・措置Financial Arrangements」「技術的な取り決め・措置Technical 

Arrangements」「利用者の便益Consumer Benefits」の4つの柱を軸に、モデルに含まれるべき事項

についてC/Pと議論をしてきた。中でも、これら4つの柱について、C/P側から強調・言及された

点は次のとおりである。 

    

 Institutional Frameworkの中では、「ステークホルダーの役割・責任」だけでなく、Contribution

（何を貢献できるか）についても検討すべきである。 

 Financial arrangementsでは、経済財務分析やリスク分析も必要である。 

 Technical Arrangementsでは、entrepreneurshipを考慮したトレーニング体制の提案が必要であ

るし、発電システムの設計に関しては、マニュアル、ガイドライン、基準といったものの

整備が重要と考えられる。 

 Consumer Benefitsについては、これを最大化するモデルを構築しなければならない。それを

パイロットで実証していくうえでは、ベースラインの設定とモニタリングが重要である。 

    

以上を踏まえ、「公共施設電化モデル」についても「産業施設電化モデル」についても、先述

の4つの柱を中心に検討をしていくことで、C/Pとの基本的合意は得られている。各柱の中身に

ついては、プロジェクト内で引き続き議論していく必要があるが、現時点で考えうる項目につ

いて以下に列挙する。 

    

１．政策・制度的枠組みInstitutional Framework（policy, regulation, system） 

（1）各ステークホルダーの役割、責任、貢献Role and responsibility of stakeholders 

（2）MOEn/REA（C/P）により整備される政策・制度的枠組み 

（3）MOEd、MOPHSなどの関係省庁により整備される政策・制度的枠組み） 

（4）設置・供与される資機材の所有権の扱い 

（5）提案モデルのモニタリングと更新メカニズム 

 

２．財務的な取り決め・措置Financial Arrangements 

（1）財務分析 

（2）金融機関に対する必要な財務措置（プロジェクトアセスメント） 

（3）プロジェクトディベロッパーに対する必要な財務措置（民間企業） 

（4）ローカルコミュニティに対する必要な財務措置 

（5）リスクアセスメント 
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３．技術的な取り決め・措置Technical Arrangements 

（1）プロジェクト計画（サイト選定、発電源の特定等） 

（2）発電システム設計（標準設計） 

（3）運転・維持管理体制（技術サポート、販売後のアフターケア含む） 

（4）研修体制（Book keepingなどの財務管理も含む） 

（5）モニタリング体制 

 

４．利用者の便益Consumer Benefits 

（1）再生可能エネルギーによる電化に関する理解・認識度を高めるための啓発活動を通じた、

利用者（住民）便益の特定 

（2）公共施設への便益 

（3）一般世帯における日常生活への便益（照明、情報へのアクセス等） 

（4）収入創出活動への便益（労働効率の向上など） 

経済性の分析 

    

なお、「Institutional Framework」は、“モデルの中に含まれるもの”と、“モデル普及のために整

備されるべき環境”、として議論されるべきものがある。現時点で、それらを明確に整理し振り

分けることは困難なため、引き続きプロジェクトの中で議論・整理していくこととする。 

 

４－１－２ 構築されるモデルの検証 

パイロットプロジェクトを通じた地方電化モデル構築の達成度を測るため、その検証指標と

して、①モデルに関するガイドラインやマニュアルが整備されること、さらに②必要な政策・

制度的整備の提案がなされること、の2点が主要なものとして挙げられている（指標設定の詳細

については、第5章を参照）。特に①は、発電システムの設計手法に関するもの、持続可能な運

転・維持管理体制手法に関するもの、持続可能な財務計画に関するもの、を含むこととする。 

これら検証ポイントと先述のモデル構築の4本柱との関係を整理すると、現状では次表のよう

になる。先に述べたように、モデルに含まれる4つの柱の中身については今後も引き続き検討さ

れていくため、次表も最終版ではなく、あくまで現時点での整理である点に留意すべきである。 
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表４－１－１ モデルに含まれる4本柱とその測定指標の関係 

Issues to be considered 

for electrification models using renewable energy 

Guidelines and manuals on models Policy 

recommendat

ions with 

institutional 

framework 

System 

Design 

methodology

Sustainable 

O&M 

methodology

Sustainable 

financial 

planning 

（1）Institutional Framework（policy, regulation, system） 

1）Role and responsibility of stakeholders（contribution by each stakeholder） 
✔ ✔ ✔ ✔ 

2）Institutional framework established by MOEn and REA ✔ ✔ ✔ ✔ 

3）Institutional framework established by other Ministries（eg. MOEd, MOPHS） ✔ ✔ ✔ ✔ 

4）Ownership of equipment and facility  ✔  ✔ 

5）Monitoring and Updating mechanism for the proposed model  ✔  ✔ 

（2）Financial Arrangements 

1）Financial Analysis 
✔ ✔ ✔ ✔ 

2）Necessary financial arrangement for financial institutions（eg. Project Assessment）   ✔ ✔ 

3）Necessary financial arrangement for Project developer（private companies）   ✔ ✔ 

4）Necessary financial arrangement for local communities  ✔ ✔ ✔ 

5）Risk Assessment   ✔ ✔ 

（5）Technical Arrangements 

1）Project planning（selection of the project sites, generation resources, etc.） 
✔ ✔ ✔ ✔ 

2）System designing（standard design） ✔  ✔ ✔ 

3）Operation and maintenance system（incl. technical support and after-sale system）  ✔ ✔ ✔ 

4）Training system（for Operation & Maintenance including financial management）  ✔ ✔ ✔ 

5）Monitoring system  ✔  ✔ 

（6）Consumer Benefits 

1）Identification of benefits through awareness raising activities 
✔   ✔ 

2）Benefits on public facilities ✔ ✔ ✔ ✔ 

3）Benefits on daily life at households（lightings, access to information, etc.） ✔   ✔ 

4）Benefits on the income generation（improvement of work efficiency, etc.） ✔   ✔ 

5）Economic analysis ✔  ✔ ✔ 
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４－２ 地方電化モデルのパイロットプロジェクト 

４－２－１ 公共施設電化モデルのパイロット 

（1）対象施設 

C/P機関との協議により、REA技プロにおけるPV電化対象公共施設は、学校と保健施設に

絞り込むことが確認された。REMPにおいては、優先的に電化されるべき施設として、トレ

ーディングセンターなども挙げられていたが、同施設は部分的な私的所有も見られ、純然

たる公共施設とは見做しにくいケースも多々あり、また小規模ビジネスなど収入創出活動

が行われる施設でもあることから、むしろ産業施設電化の対象とも考えうるため、今回の

公共施設電化モデルの対象からは除外することとした。 

なお、公共施設モデルの対象となる学校、保健施設については、寄宿舎を有するBoarding 

Secondary School及びDispensaryを優先施設として検討することでC/Pとの間で合意している。

しかし、これらはモデル検討の対象としての優先順位を示すものであり、それ以外の学校・

保健施設をパイロットプロジェクトの対象から除外するものではない。 

 

（2）対象となる発電システム 

なお電化モデルの発電システムとしては、サイトに特化せずケニア国内のほぼいずれの

地域でも得られるエネルギーであるPVを採用する。形態としてはCSSの他に、充電設備を

併設しない従来型のSHSを公共施設に設置するケースについても、MOEnの既存システム設

計を活用しながら、維持管理計画、資金計画、住民啓蒙・組織化運営計画とともに持続可

能なモデルを模索する必要がある。これは、すでにMOEnが多数のSHSを学校や保健施設に

設置していること、さらに今後他ドナーの支援で数百カ所の公共施設に類似設備が設置さ

れる予定であることを考慮し、これらの持続可能性を確保する必要があるためである。 

なお、CSSにおける充電サービス提供部門について、保健施設では、外来者や訪問者によ

る利用がイメージしやすいが、学校の場合、生徒は学内に携帯電話の持ち込みを禁じられ

ていることから、利用者は教職員及び周辺の住民が想定される。しかし、通常、寄宿舎な

どを有する比較的規模の大きな学校は、集落から離れたところに立地しているため、需要

想定が難しい点には注意が必要である。 

 

（3）供与資機材 

パイロットプロジェクトの中で供与する資機材は、基本的に発電システムとそれに付随

する関連機器のみである。このため、パイロット電化後の施設で使用する電化製品は、本

技プロやMOEnが供与するものではなく、一義的にはそれぞれの施設の上位官庁に供給責任

がある。これは、従来のMOEn/REAが実施してきたオフグリッド電化プロジェクトの方式

に倣っている。このため、保健施設の薬品庫・冷蔵庫（cold storage）は保健省が供与するこ

とになる。また、学校で使用されるTV、DVD、コンピューター等は、学校・父兄会、教育

省、ドナー、及びCDFの活用等により提供されると考えられる。学校の運営委員会（school 

board of governors）はCDFに申請することが出来、遠隔地のDispensaryや学校は、CDFによ

って建設されるものも多い。いずれにしても、パイロットサイトにおけるこれら電化製品

の供給責任については、個々のサイト選定にあたっても、関係機関の間で合意を得ておく

必要がある。 
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４－２－２ 産業施設電化モデルのパイロット 

（1）対象施設 

対象施設は、必ずしも既存の施設（小規模産業/商業を運営している施設）に限らず、

UNIDOのエナジーキオスクに見られるような、発電システムとコンテナハウス型の施設も

合わせて設置するケースも考えられる（下図参照）。パイロット候補地点のリストがそろっ

たところで、発電規模や予算等も加味して検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１－１ Olosho-Oibor Energy Center（風力、PVのハイブリッドシステムによる電化） 

 

サイト選定については、MOEn/REA内のデータをベースに、小水力及びバイオガスなど

各発電技術オプションに対する候補地リスト（tentative list）をまずはMOEn/REAが作成す

る。その際、モニタリングを有効に行えるようナイロビからアクセスしやすいこと、及び

産業利用（生産的利用）のポテンシャル等を考慮する。なお、サイト選定にあたり、UNIDO

からは独自に行った100カ所のポテンシャルサイトリストの情報の活用について了解を得

ているが、このデータは、様々なエネルギーを対象としており、サイト選定・グループ選

定方法も含めて、しっかりレビューした上で利用する必要がある。 

 

（2）対象となる発電システム 

産業施設電化モデルは、コミュニティ及び周辺地域における既存の産業/商業活動や電化

後の潜在的な産業振興の可能性を踏まえ、農産物/食品加工、手工芸品製作、溶接等、電力

の生産的利用（Productive Use）の促進を図ることで、住民の収入創出や生活水準の向上に

寄与することが大きな目標となる。このため、サイト毎の様々な条件や産業振興の可能性

を考慮したうえで、生産的利用に必要な電力需要規模が想定され、再生可能エネルギーを

利用した発電設備規模を計画することが可能となる。電力の生産的利用（Productive Use）

を可能とするため、発電システムはある程度の規模が必要となることから、再生可能エネ

ルギーとしては、小水力、バイオガス、風力（ハイブリッド含む）の活用が有力である。 

発電システムの規模は、あまり大きな規模となると、発電所の建設だけで数年かかって

しまい、モデル構築のためのパイロットプロジェクトとなりえないため、あくまでパイロ

ットプロジェクトであることを踏まえ、しかし、生産的利用が可能な規模として、10-20kW

クラスの発電設備の設置を想定している。 
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（3）その他 

産業施設電化モデルの1つの有力な検討候補として、UNIDOにより開発/設置されてきた

エナジーキオスク（現在は、「エナジーセンター」と呼ばれている）がある。しかし、この

UNIDOプロジェクトの中には、過少な発電規模や産業/商業振興支援の不足などが原因で十

分な生産的活動が実施できていないケースやコミュニティ内の利害関係（ポリティックス）

をうまくコントロールできず、マネジメントが持続せず失敗しているケースも見られるた

め、UNIDOの先行事例については注意深くレビューし、そこから得られる教訓を本プロジ

ェクトの中では十分に生かしていくことが重要である。特に、持続性確保のために、コミ

ュニティやグループに対する啓蒙・教育等については、重視していく必要がある。 

 

４－２－３ 環境社会配慮（パイロットプロジェクトにおける） 

本技プロにおいては、パイロットプロジェクトを通して発電設備の実機を設置する。このた

め、必要な環境社会配慮手続について確認する必要がある。EIAに関する関連文書については、

ほとんどがホームページ上で入手可能である。しかし、EIA手続については、新憲法の発布に伴

う見直し作業がNEMAにより継続されており、この動向には注意が必要である。今回の調査で

NEMAを訪問し直接インタビューした結果得られた主要な情報は以下のとおり。 

 

（1）ケニアにおけるEIA関連の法規制・基本文書 

ケニアにおいて環境影響評価を主管しているのは、NEMAであり、現状入手可能なEIA関

連の基本文書は、次のとおりである。 

-Environmental Management Coordination Act（EMCA）（1999）（Second Schedule） 

-Environmental（Impact Assessment and Audit）Regulations（2003） 

-Environment Impact Assessment Guidelines and Administrative Procedures（DRAFT）（2002） 

 

NEMAでの聞き取りによれば、EIA and Audit Regulationsについては、2009年に補足版がで

ており（NEMAホームページで入手可）補足箇所は、ライセンス料など手続き費用に関する

部分で、それ以外は2003年版から変化はない。加えて、「Strategic Environmental Impact 

Assessment Guidelines（SEIA guideline）」が策定され、現在印刷中であり、間もなく運用開

始予定とのことである。 

 

（2）EIA関係の一般的な手続について 

現在はすべてのプロジェクトについてEIAの実施が義務付けられているが、新憲法の発令

に伴う見直し作業を年内（2011年12月まで）に終了し、来年以降は、すべてのプロジェク

トについて、まず、EIAコンサルタントが作成するプロジェクト・レポートの提出を義務づ

けることになる。プロジェクト・レポートの審査は、30日（最短）から45日（最長）で終

了する（公共事業も民間事業も同様）。プロジェクト・レポートの記載項目や様式などは、

EIA and Audit Regulations 2003に示されている。 

NEMAによれば、再生可能エネルギー・プロジェクトの場合は、施設が適切に配置され土

地問題が生じていなければ、プロジェクト・レポートの提出だけで良く、EIAは不要とのこ

とである。 
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（3）過去に申請のあった再生可能エネルギー・プロジェクト 

これまで、小水力、ソーラー、風力プロジェクトのNEMAへの申請は大変多い。 

問題はほとんどないが、風力発電の場合には、タービンの立地場所（国立公園内など）

や騒音、バイオマスの場合は臭いに注意する必要がある。ソーラーについてはこれまで問

題はない。 

 

４－３ プロジェクトによる政策・制度の提案 

４－３－１ 提案・承認プロセス 

REA技プロにおいてモデルが構築されても、それを普及しなければ、広くケニア国民に対す

る便益は生じない。モデルの普及のためには、適切な政策・制度的整備が必要である。 

    

MOEnによれば、新規の政策・制度の実施（施行）までの通常プロセスとしては、省庁のWorking 

Group等が「政策・制度」を提案し、MOEnが承認する、というフローが一般的であるが、必要

な期間についての一般化は難しい。「Government Policy」に関するMOEn承認手続きとしては、

提案する政策・制度についてPolicy discussionを行い（stakeholderが多い場合は、複数回）、それ

を経て最終的に（省庁の）次官（Permanent Secretary：PS）がApprove（Agree）すれば、実態的

な承認はおりたものとされる。この過程で、ドナーミーティングにて意見を求めることもある。 

その後、PSから大臣に（Inform）され（大臣承認は、形式的）、大臣より発布される。「Regulation

規制」や「Standard基準」については、その後ERCにて必要な手続きを得て、整備されることに

なる。 

 

４－３－２ 構築モデルの適用可能性（普及可能性） 

MOEnによれば、本プロジェクトの中で構築されるモデルが適用されるサイト数等については、

現時点では予算的裏付けもなく明示できないとのことであるが、未電化地域の公共施設（学校、

保健施設、トレーディングセンターなど）で電化が必要とされているものは、少し前のデータ

で8,500 ほどあり、この数は年々増えている。したがって、本技プロで開発されるモデルが成功

すれば（その有効性が証明されれば）、これを地方電化マスタープランに反映させ、普及モデル

として推進していくことになる。地方電化マスタープランは、毎年レビューされ、REAの事業

計画（Corporate Plan）と一緒に更新される。地方電化戦略計画（Strategic Plan）は年次計画（annual 

plan）が作られ、内容の見直しは、4年に1度である。 

また、本技プロで構築されるモデルは、将来的にはケニア国内だけでなく周辺国での適用も

考えられ、その意味では東アフリカ域内においても、大きな普及可能性を有していると捉える

ことができる。 

 

４－４ 外部組織（民間企業等）や他のJICA協力事業との連携の重要性 

REA技プロの実施体制については、すでに第2章にて個々のグループやチームの役割等について

述べられているため、ここでは記述しないが、REA技プロと外部組織との関係について触れてお

く。 

本件REA技プロの実施時期と重複して、JKUATをC/PとしたJICA技術協力プロジェクトが実施さ

れる。これは、本件同様、2009年11月に締結したLOUに基づきJKUATより提出された要請に応え



－42－ 

て形成された、再生可能エネルギー地方電化分野の人材育成プロジェクトである。JKUAT技プロ

は、教育・研究開発・研修の3コンポーネントを柱としているが、特に再生可能エネルギー地方電

化の担い手となる地方部の技術者育成を実施していくためのJKUAT自身の研修実施能力を強化す

る「研修」コンポーネントは、REA技プロのモデル構築との関連性も高い。このため両プロジェ

クトは、次図のように互いのプロジェクト情報を交換しつつ連携して進めることが望ましい。 

また、次図上には示されていないが、将来のモデル普及の担い手（O&Mのバックアップも含め）

として期待される地方部の再生可能エネルギー関連機器サプライヤー/ディーラーなどの民間企業

との連携も重要である。個別民間企業の意見聴取は困難であるが、同分野の民間企業を代表する

KEREAのような組織との意見交換や情報交換は、モデル構築のうえでも将来の普及のための政

策・制度改善案の検討においても有益である。 
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図４－４－１ プロジェクト実施体制（暫定的） 

Working Group 
- REA staff 

- MOEn staff 

Other Experts 
 

in various fields 

 

Project Director 

Project Manager 

JKUAT 
Project 

 

REA/MOEn 
Counterparts JICA Expert 

Team 

Project Director 
- Chief Executive Officer, 

REA 

Project Manager 
- Senior Engineer, 

Renewable Energy, REA 
- Acting Director, 

Renewable Energy 
Department, MOEn

JICA Expert Team 

JKUAT 

Coordinator 

Team Leader 

JCC 

JCC Chairperson 
- Permanent Secretary, MoEn

JCC Members
- Representatives from various stakeholders

C/Ps of JKUAT 
Project

Local Working Teams 
- District Officers, etc.

REA/MOEn Project 



 

－44－ 

第５章 プロジェクトの基本計画（案） 
 

５－１ プロジェクト目標 

2014年7月の本プロジェクト終了時（3年間）までに達成されるべき目標とその達成度を測る指

標案は、次のとおりである。 

プロジェクト目標 指標 

再生可能エネルギー

による地方電化モデ

ルが構築される。 

1．再生可能エネルギー利用による地方電化のための実用的なモデルの

ガイドライン及びマニュアルが、REAの執行委員会（Executive Board）

及びエネルギー省に採用される。 

2．モデルの普及促進に向けた政策及び制度的枠組み向上のための提言

が、関係機関に受理される。（エネルギー省/REA/ERC、教育省、保健

衛生省、産業省、地方自治体など） 

3．本プロジェクトの成果（アウトプット）が、地方電化マスタープラ

ン：REMPに盛り込まれる。 

 

５－２ 上位目標 

上位目標は、プロジェクト目標達成の結果として、プロジェクト終了3年程度の後（事後評価が

行われる時期）に発現することが期待される、より上位の開発目標であり、プロジェクトの正の

インパクトを示す。本プロジェクトの上位目標とその指標案は、次のとおりである。 

上位目標 指標 

ケニア国民の生活の

質を向上させるた

め、再生可能エネル

ギーを利用した地方

電化モデルが国内に

普及する。 

1．本プロジェクトで開発されたモデルを適用し、XX箇所の公共施設及

びビジネス産業施設が、再生可能エネルギー利用により電化される。

2．パイロットプロジェクトの公共施設及びビジネス産業施設並びに当

該コミュニティにおいて、エネルギーに対する支出が、XX％減少する。

3．パイロットプロジェクトの公共施設及びビジネス産業施設並びに当

該コミュニティにおいて、エネルギー使用に関する施設利用者の満足

度が向上する。 

4．本プロジェクトにより設置された再生可能エネルギー施設・機材が、

適切に運転・維持管理されている。 

5．本プロジェクトで電化した公共施設及びビジネス産業施設の財務計

画が、持続的な施設・設備の運営及び利用促進に向けて適切に実施さ

れている。 

 

指標1及び2の具体的な数値目標、指標3で満足度を測る項目と数値目標、指標4で運転・維持管

理の適切さを測る項目及び数値目標、並びに指標5で財務計画の適切さを測る項目及び目標値は、

プロジェクト開始後に行われる現況調査（ベースライン調査）、ニーズ・アセスメント及びキャパ

シティ・アセスメントの結果に基づき、JCCにおいてPDM（案）及び活動計画PO（案）とともに

設定される。以下、成果（アウトプット）の指標についても同様である9。 

                                                        
9 PDM及びPOは、プロジェクト期間を通じてプロジェクトの運営管理及びモニタリングのための基本ツールとして使用される。

なお、現実に即したプロジェクトのスコープ及び活動の見直しを行うため、R/Dに定められた手続きに則り変更することが可

能である。（2011年3月15日署名のM/M参照。） 
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５－３ 成果（アウトプット）・指標・活動 

５－３－１ プロジェクト期間の初期における活動 

プロジェクトを実施するためには、実施体制の整備が必要である。本プロジェクトでは、JICA

専門家着任の後、MOEn及びREAのC/Pの役割及び技術移転の分野・内容を明確にし、JICA専門

家チームとC/Pで構成されるワーキング・グループ（Working Group：WG）を中央政府レベルに

設置する。また、パイロットプロジェクトの実施にあたっては、電力の有効利用及び設備の持

続的な運転・維持管理の観点から、JICA専門家とC/Pに対象地域の関係者（電化対象施設、県・

地方自治体、住民組織など）を加えたローカル・ワーキング・チーム（Local Working Teams：LWT）

を設置し、WGと協力してプロジェクトの進捗管理を行う。さらに、プロジェクト終了後のモデ

ル普及を効果的に進め、制度・政策面及び組織・財政面での持続性を高めるため、関係省庁（公

衆衛生省・教育省・産業省など）を巻き込んだ協力連携体制の構築をめざす。 

また、プロジェクトのPDM案及びPO案については、パイロットプロジェクトの対象地域で行

われる現況調査並びにニーズ・アセスメント及びキャパシティ・アセスメント（後述する活動

1-4から1-7、2-4から2-7、及び3-6から3-9）の結果に基づき、具体的な指標を設定するとともに、

モニタリング計画案を策定する。 

こうしたアプローチをとることにより、JICA専門家及びカウンターパートは、共同でプロジ

ェクトデザインを精査し、プロジェクトの基本的な枠組みや戦略について共通理解を形成する

ことが可能となる。準備期間はまた、MOEn/REA及び他の関係機関が、プロジェクトの円滑な

実施に向けて連携協力体制を構築するうえでも重要な期間となる。 

 

活動 0：準備段階の活動 

0-1. ワーキンググループを設置し、カウンターパートの役割と機能を明確にする。 

0-2. 各パイロットプロジェクトのサイトに、ローカル・ワーキング・チーム（LWT）を設置し、

構成メンバーの役割と機能を明確にする。 

0-3. 現況調査（ベースライン調査）、ニーズ・アセスメント及びキャパシティ・アセスメント

の結果に基づき、合同調整委員会（JCC）で、具体的な指標を含むPDM案、PO案及びモニタ

リング計画案を策定する（バージョン1）。 

 

５－３－２ 成果（アウトプット）・指標・活動 

本プロジェクトの目標を達成するための成果（アウトプット）は4つあり、各アウトプットの

内容、達成状況を測る指標と目標値案、及びアウトプットを達成するための活動案は、次頁以

下の表のとおりである。 

アウトプット1～3は、それぞれ保健・教育・ビジネス産業施設の電化モデルの開発であり、

これらの電化モデルには、施設利用者とともに周辺地域の住民がエネルギー・サービスを利用

できるコンポーネントを持つことが想定されている10。したがって、開発された電化モデルの有

効性を検証するため、「システム・デザインの適切性及び利用者・地域住民の便益」を測る指標

（指標1-1など）、「対象地域における再生可能エネルギー利用に関する啓発・情報の普及」を測

                                                        
10 2009年から2010年に実施されたJICA｢アフリカ地域 未電化村における再生可能エネルギー活用促進プログラム準備調査（そ

の1、その2）｣では、携帯電話や自動車用バッテリーの充電サービスを想定したCSSの概念が提唱され、機材計画・設計を中

心とした概念設計が実施されている。 
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る指標（指標1-2及び1-3など）、「人材育成」を測る指標（指標1-4、1-5及び1-10など）、及び「電

化施設及び設備運営事業の持続可能性」を測る指標（指標1-6、1-7、1-8、及び1-9）を設けてい

る。利用者・地域住民の便益11を含む各指標の具体的な内容・目標値は、現況調査（ベースライ

ン調査）、ニーズ・アセスメント及びキャパシティ・アセスメントの結果に基づいて設定される

【準備段階の活動0-3】。 

なお、アウトプット1～3を達成するための活動フローは、おおむね以下のとおりである。 

 

I. 電化モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）の内容と構成の検討（活動1-1、1-2、1-9、1-14、

1-18、及び1-23など） 

II. パイロットプロジェクトのサイト選定（活動1-3など） 

III. ベースライン及びニーズの把握（活動1-4、1-5、1-6、1-7及び活動1-15、1-16、1-17など）

IV. 環境社会配慮への対応（活動1-8など） 

V. パイロットプロジェクトの実施：フェーズ1（活動1-9、1-10、1-11、1-12、及び1-13など）

VI. パイロットプロジェクトの実施：フェーズ2*（活動1-18、1-19、1-20、1-21、及び1-22など）

VII. 電化モデルのガイドライン及びマニュアルの作成（活動1-23など） 

VIII. モデル普及のための政策提言の抽出（活動1-24など） 

+ プロジェクトのモニタリング（活動1-25など） 

* アウトプット3の活動には、フェーズ2はない。

 

アウトプット 1 指標1 

パイロット・プロ

ジェクトを通じ

て、未電化地域に

おける保健施設の

太陽光発電による

電化の実用モデル

が開発される。 

 

1-1 パイロットプロジェクトの保健施設において、利用者や地域住民の便

益が実現する。 

1-2 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口の

XX％が、再生可能エネルギーの利用を実際に経験する。 

1-3 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口の

XX％が、再生可能エネルギーの利用について正しく学ぶ機会を持つ。 

1-4 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネルギー

の利用について住民を啓蒙・教育できる（住民に正しく説明できる）。 

1-5 パイロットプロジェクトの保健施設において、XX％のスタッフが、

太陽光発電利用についての正しい知識を持つ。 

1-6 パイロットプロジェクトの保健施設において、XX人のスタッフが、

太陽光発電施設・機材を適切にO&Mできる。（→または、当該太陽光発電

施設・機材が適切に運転・維持管理用されている。） 

1-7 太陽光発電施設・機材の運転・維持管理の活動が、XX（誰々）によ

って適切に記録されている。 

1-8 会計業務（料金徴収、金銭の出納管理）がXX（誰々）によって適切

に行われ、記録されている。 

1-9 太陽光発電施設・機材の運転・維持管理報告書及び会計・財務報告書

が、XX（誰々）によって定期的に県の医療行政官（District Medical Officer）

及び本プロジェクトに提出される。 

                                                        
11 公共施設の電化に伴い教育及び保健サービスが改善し、対象施設あるいは地域の教育指標及び保健指標が向上することや、

再生可能エネルギー利用に関する正しい知識が地域及び家庭に普及し、再生可能エネルギー利用への転換が進むことによる

エネルギー支出の低下など。 
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1-10 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネルギー

利用についての電化施設関係者向けの研修・訓練を準備・手配できる。 

活動 1 

1-1. 保健施設の太陽光発電（PV）利用による電化に関する、既存の政策・調査研究・プロジェ

クトについてレビューする。 

1-2. 保健施設モデルについて、「発電システム・デザインと利用者の便益」、「持続可能な運転・

維持管理計画」、及び「持続可能な財務計画」を構成する具体的な要素（パイロットプロジ

ェクトでの検証項目）とそれらにかかわる関係者を明らかにする。 

1-3. パイロットプロジェクトのための保健施設をXX箇所選定する。そのうち、フェーズ1の対

象となる2カ所については、既に実施済みのJICA「アフリカ地域未電化村における再生可能

エネルギー活用促進プログラム準備調査」（2010年）及び地方電化庁が作成した候補施設リ

ストに基づいて選定される。 

1-4. フェーズ1のパイロットプロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催する。

（この会合には地域の住民リーダーや民間セクターも招いて情報を共有するとともに、本プ

ロジェクトに利用者又はサービス提供者として参加する能力のある民間事業者発掘の可能

性を探る場とする。） 

1-5. フェーズ1のパイロットプロジェクトの対象保健施設、当該コミュニティ及び民間セクタ

ーを対象に、ベースライン調査を実施する。 

1-6. フェーズ1のパイロットプロジェクトの対象保健施設、当該コミュニティ及び民間セクタ

ーを対象に、再生可能エネルギーによる発電施設・機材の運転・維持管理及びエネルギー供

給サービス事業の経営に関するニーズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

1-7. 関係省庁・機関及びパイロットプロジェクト対象地域の地方政府を対象に、再生可能エネ

ルギーに関する事柄について住民・利用者・サービス提供事業者の啓蒙・教育に関するニー

ズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

1-8. 各パイロットプロジェクトについて、太陽光発電利用の地方電化プロジェクトの実施に必

要な環境社会配慮（ジェンダー配慮を含む）の手続きを実施する。 

 

【パイロットプロジェクト・フェーズ1】 

1-9.フェーズ1で検証を行う、「発電システム・デザイン」・「運転・維持管理計画」・「財務計画」

等で構成される実用モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）を立案する。 

1-10. 各プロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催し、詳細計画の内容を共有・

確認する。 

1-11. 各プロジェクトの実施計画（工程計画）を、資機材調達・再生可能エネルギーに関する

情報普及・関係者の研修訓練の活動を含めて、策定する。 

1-12. 実施計画に沿って各プロジェクトの活動を実施し、モニタリングを行う。 

1-13. フェーズ1の結果を、利用者やコミュニティへの便益効果とともに、取りまとめる。 

 

【パイロットプロジェクト・フェーズ2】 

1-14. パイロットプロジェクト・フェーズ1の教訓と提言を精査する。 

1-15. フェーズ1の教訓を踏まえ、フェーズ2のパイロットプロジェクト・サイトでステークホ

ールダーズ会合を開催する。 

1-16. フェーズ1の教訓を踏まえ、プロジェクトの対象保健施設、当該コミュニティ及び民間セ

クターを対象に、ベースライン調査を実施する。 

1-17. フェーズ1の教訓を踏まえ、プロジェクトの対象保健施設、当該コミュニティ及び民間セ

クターを対象に、再生可能エネルギーによる発電施設・機材の運転・維持管理及びエネルギ

ー供給サービス事業の経営に関するニーズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 
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1-18. フェーズ2で検証を行う、「発電システム・デザイン」・「運転・維持管理計画」・「財務計

画」等で構成される実用モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）を立案する。 

1-19. 各プロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催し、詳細計画の内容を共有・

確認する。 

1-20. 各プロジェクトの実施計画（工程計画）を、資機材調達・再生可能エネルギーに関する

情報普及・関係者の研修訓練の活動を含めて、策定する。 

1-21. 実施計画に沿って各プロジェクトの活動を実施し、モニタリングを行う。 

1-22. フェーズ2の結果並びに教訓及び提言を、利用者やコミュニティへの便益効果とともに、

取りまとめる。 

1-23. 保健施設電化の実用モデルの構成要素・構造・関係者の役割分担を精査し、ガイドライ

ン及びマニュアルを取りまとめる。 

1-24. 保健施設モデルの普及促進に向けた政策及び制度的枠組み向上の問題・課題を抽出する。

1-25. アウトプット1の活動及び指標の進捗をモニタリングし、報告する。 

 

アウトプット 2 指標2 

パイロット・プロ

ジェクトを通じ

て、未電化地域に

おける学校施設の

太陽光発電による

電化の実用モデル

が開発される。 

 

2-1 パイロットプロジェクトの学校施設において、利用者や地域住民の便

益が実現する。 

2-2 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口の

XX％が、再生可能エネルギーの利用を実際に経験する。 

2-3 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口の

XX％が、再生可能エネルギーの利用について正しく学ぶ機会を持つ。

2-4 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネルギー

の利用について住民を啓蒙・教育できる（住民に正しく説明できる）。

2-5 パイロットプロジェクトの学校施設において、XX％の教職員・生徒

が、太陽光発電利用についての正しい知識を持つ。 

2-6 パイロットプロジェクトの学校施設において、XX人の生徒が、再生

可能エネルギー及びその利用についての授業を受ける。 

2-7 パイロットプロジェクトの学校施設において、XX人の教職員・生徒

が、太陽光発電施設・機材を適切に運転・維持管理（O&M）できる。（→

又は、当該太陽光発電施設・機材が適切に運転・維持管理用されている。）

2-8太陽光発電施設・機材の運転・維持管理の活動が、XXによって適切に

記録されている。 

2-9 会計業務（料金徴収、金銭の出納管理）がXXによって適切に行われ、

記録されている。 

2-10 太陽光発電施設・機材の運転・維持管理報告書及び会計・財務報告

書が、XXによって定期的に県の教育行政官（District Education Officer）

及び本プロジェクトに提出される。 

2-11 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネルギー

利用についての電化施設関係者向けの研修・訓練を準備・手配できる。

活動 2：活動1に同じ（“保健施設”を“学校施設”に置きかえる） 

2-1. 教育施設のPV利用による電化に関する、既存の政策・調査研究・プロジェクトについてレ

ビューする。 

2-2. 教育施設モデルについて、「発電システム・デザインと利用者の便益」、「持続可能な運転・

維持管理計画」、及び「持続可能な財務計画」を構成する具体的な要素（パイロットプロジ

ェクトでの検証項目）とそれらにかかわる関係者を明らかにする。 
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2-3. パイロットプロジェクトのための学校施設をXX箇所選定する。そのうち、フェーズ1の対

象となる1箇所については、既に実施済みのJICA「アフリカ地域未電化村における再生可能

エネルギー活用促進プログラム準備調査」（2010年）及び地方電化庁が作成した候補施設リ

ストに基づいて選定される。 

2-4. フェーズ1のパイロットプロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催する。

（この会合には地域の住民リーダーや民間セクターも招いて情報を共有するとともに、本プ

ロジェクトに利用者又はサービス提供者として参加する能力のある民間事業者発掘の可能

性を探る場とする。） 

2-5. フェーズ1のパイロットプロジェクトの対象学校施設、当該コミュニティ及び民間セクタ

ーを対象に、ベースライン調査を実施する。 

2-6. フェーズ1のパイロットプロジェクトの対象学校施設、当該コミュニティ及び民間セクタ

ーを対象に、再生可能エネルギーによる発電施設・機材の運転・維持管理及びエネルギー供

給サービス事業の経営に関するニーズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

2-7. 関係省庁・機関及びパイロットプロジェクト対象地域の地方政府を対象に、再生可能エネ

ルギーに関する事柄について住民・利用者・サービス提供事業者の啓蒙・教育に関するニー

ズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

2-8. 各パイロットプロジェクトについて、太陽光発電利用の地方電化プロジェクトの実施に必

要な環境社会配慮（ジェンダー配慮を含む）の手続きを実施する。 

 

【パイロットプロジェクト・フェーズ1】 

2-9.フェーズ1で検証を行う、「発電システム・デザイン」・「運転・維持管理計画」・「財務計画」

等で構成される実用モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）を立案する。 

2-10. 各プロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催し、詳細計画の内容を共有・

確認する。 

2-11. 各プロジェクトの実施計画（工程計画）を、資機材調達・再生可能エネルギーに関する

情報普及・関係者の研修訓練の活動を含めて、策定する。 

2-12. 実施計画に沿って各プロジェクトの活動を実施し、モニタリングを行う。 

2-13. フェーズ1の結果を、利用者やコミュニティへの便益効果とともに、取りまとめる。 

 

【パイロットプロジェクト・フェーズ2】 

2-14. パイロットプロジェクト・フェーズ1の教訓と提言を精査する。 

2-15. フェーズ1の教訓を踏まえ、フェーズ2のパイロットプロジェクト・サイトでステークホ

ールダーズ会合を開催する。 

2-16. フェーズ1の教訓を踏まえ、プロジェクトの対象学校施設、当該コミュニティ及び民間セ

クターを対象に、ベースライン調査を実施する。 

2-17. フェーズ1の教訓を踏まえ、プロジェクトの対象学校施設、当該コミュニティ及び民間セ

クターを対象に、再生可能エネルギーによる発電施設・機材の運転・維持管理及びエネルギ

ー供給サービス事業の経営に関するニーズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

2-18. フェーズ2で検証を行う、「発電システム・デザイン」・「運転・維持管理計画」・「財務計

画」等で構成される実用モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）を立案する。 

2-19. 各プロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催し、詳細計画の内容を共有・

確認する。 

2-20. 各プロジェクトの実施計画（工程計画）を、資機材調達・再生可能エネルギーに関する

情報普及・関係者の研修訓練の活動を含めて、策定する。 

2-21. 実施計画に沿って各プロジェクトの活動を実施し、モニタリングを行う。 
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2-22. フェーズ2の結果並びに教訓及び提言を、利用者やコミュニティへの便益効果とともに、

取りまとめる。 

2-23. 学校施設電化の実用モデルの構成要素・構造・関係者の役割分担を精査し、ガイドライ

ン及びマニュアルを取りまとめる。 

2-24. 学校施設モデルの普及促進に向けた政策及び制度的枠組みの問題・課題を抽出する。 

2-25. アウトプット2の活動及び指標の進捗をモニタリングし、報告する。 

 

アウトプット 3 指標3 

パイロット・プロジェ

クトを通じて、未電化

地域におけるビジネ

ス産業施設（生産的活

動を行う施設）の再生

可能エネルギーによ

る電化の実用モデル

が開発される。 

 

3-1 パイロットプロジェクトのビジネス産業施設において、利用者や

地域住民の便益が実現する。 

3-2 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口

のXX％が、再生可能エネルギーの利用を実際に経験する。 

3-3 パイロットプロジェクトの対象地域において、コミュニティ人口

のXX％が、再生可能エネルギーの利用について正しく学ぶ機会を持

つ。 

3-4 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネルギ

ーの利用について住民を啓蒙・教育できる（住民に正しく説明でき

る）。 

3-5 パイロットプロジェクトのビジネス産業施設において、XX％の事

業者が、再生可能エネルギー利用についての正しい知識を持つ。 

3-6 パイロットプロジェクトのビジネス産業施設において、XX人の運

転・維持管理スタッフが、再生可能エネルギーを利用した発電施設・

機材を適切にO&Mできる。（→または、当該発電施設・機材が適切

に運転・維持管理用されている。） 

3-7再生可能エネルギーを利用した発電施設・機材の運転・維持管理の

活動が、XXによって適切に記録されている。 

3-8 会計業務（料金徴収、金銭の出納管理）がXXによって適切に行わ

れ、記録されている。 

3-9 太陽光発電施設・機材の運転・維持管理報告書及び会計・財務報

告書が、XXによって定期的に県の行政官（District Officer）及び本プ

ロジェクトに提出される。 

3-10 関係省庁・機関及び地方政府の職員のXX人が、再生可能エネル

ギー利用についての電化施設関係者向けの研修・訓練を準備・手配

できる。 

活動 3 

3-1. 農村部におけるビジネス産業施設の再生可能エネルギー利用による電化に関する、既存の

政策・調査研究・プロジェクトについてレビューする。 

3-2. パイロットプロジェクトのサイト選定の基準及びその手続きを策定する。 

3-3. パイロットプロジェクトの候補サイトをXX箇所選定する。 

3-4. 候補サイトの現地調査を行い、XX箇所のパイロットプロジェクト・サイトを確定する。 

3-5. ビジネス産業施設モデルについて、「発電技術オプションとシステム・デザインと利用者

の便益」、「持続可能な運転・維持管理計画」、及び「持続可能な財務計画」を構成する具体

的な要素（パイロットプロジェクトでの検証項目）とそれらにかかわる関係者を明らかにす

る。 

3-6. パイロットプロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催する。（この会合に
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は地域の住民リーダーや民間セクターも招いて情報を共有するとともに、本プロジェクトに

利用者又はサービス提供者として参加する能力のある民間事業者のグループ発掘の可能性

を探る場とする。） 

3-7. パイロットプロジェクトの対象ビジネス産業施設、当該コミュニティ及び民間セクターを

対象に、ベースライン調査を実施する。 

3-8. パイロットプロジェクトの対象ビジネス産業施設、当該コミュニティ及び当民間セクター

を対象に、再生可能エネルギーによる発電施設・機材の運転・維持管理及びエネルギー供給

サービス事業の経営に関するニーズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

3-9. 関係省庁・機関及びパイロットプロジェクト対象地域の地方政府を対象に、再生可能エネ

ルギーに関する事柄について住民・利用者・サービス提供事業者の啓蒙・教育に関するニー

ズ及びキャパシティ・アセスメントを実施する。 

3-10. 各パイロットプロジェクトについて、再生可能エネルギー利用の地方電化プロジェクト

の実施に必要な環境社会配慮（ジェンダー配慮を含む）の手続きを実施する。 

3-11. パイロットプロジェクトで検証を行う、「発電技術オプションとシステム・デザイン」・「運

転・維持管理計画」・「財務計画」等で構成される実用モデルの詳細計画（ビジネス・プラン）

を立案する。 

3-12. 各プロジェクト・サイトでステークホールダーズ会合を開催し、詳細計画の内容を共有・

確認する。 

3-13. 各プロジェクトの実施計画（工程計画）を、資機材調達・再生可能エネルギーに関する

情報普及・関係者の研修訓練の活動を含めて、策定する。 

3-14. 実施計画に沿って各パイロットプロジェクトの活動を実施し、モニタリングを行う。 

3-15. パイロットプロジェクトの結果並びに教訓及び提言を、利用者やコミュニティへの便益

効果とともに、取りまとめる。 

3-16. ビジネス産業施設電化の実用モデルの構成要素・構造・関係者の役割分担を精査し、ガ

イドライン及びマニュアルを取りまとめる。 

3-17. ビジネス産業施設モデルの普及促進に向けた政策及び制度的枠組みの問題・課題を抽出

する。 

3-18. アウトプット3の活動及び指標の進捗をモニタリングし、報告する。 

 

アウトプット 4 指標4 

再生可能エネルギーによる地方電

化モデルがケニア国内で普及する

ための政策・制度に関する提言が行

われる。 

4-1 提言に関するワークショップがXX開催される。 

4-2 再生可能エネルギーによる地方電化モデルの普及促

進に向けた政策及び制度的枠組み向上のための提言が

文書化される。 

活動 4 

4-1. アウトプット1-3達成のための活動の中で行われる、各電化モデルの普及促進に向けた政

策及び制度的枠組みの問題・課題の抽出をモニタリングする（1-24、2-24及び3-17）。 

4-2. ケニア及び東アフリカ諸国のエネルギー分野の関係者及びドナーを対象に、再生可能エネ

ルギーによる地方電化モデルに関する情報共有のためのワークショップを開催する。 

4-3. 再生可能エネルギーによる地方電化モデル普及促進に向けた政策及び制度的枠組み向上

のための提言をとりまとめる。 

4-4. アウトプット4の活動及び指標の進捗をモニタリングし、報告する。 

 

５－４ 投入 

今回の詳細計画策定調査における協議の結果、日本側及びケニア（MOEn及びREA）側の本プロ
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ジェクト投入（案）は、次のとおり合意された。 

  
日本側 ケニア（JKUAT）側 

短期専門家 

・総括 

（再生可能エネルギー利用による地方電化） 

・コーディネーター／人的資源開発 

・太陽光発電（システム・デザイン、維持管理計画）

・小水力発電（同上） 

・バイオガス（同上） 

・風力発電（同上） 

・組織強化／制度構築 

・参加型地域開発／啓蒙教育 

・民間企業育成／官民連携 

・会計・財務管理計画 

・機材調達管理 

・施工・機材設置監理 

・環境社会配慮 

・モニタリング／評価 

    

プロジェクト開始後、その他の分野の短期専門家

が必要な場合には、派遣する。 

カウンターパート 

・プロジェクト・ディレクター 

（Chief Executive Officer/REA） 

・プロジェクト・マネジャー 

（再生可能エネルギー担当シニア・エン

ジニア/REA、及び再生可能エネルギー部

門課長代行/MOEn） 

・ワーキンググループ・メンバー 

（暫定的にMOEn及びREAの職員5名。

2011年3月15日署名のM/M添付R/D案参

照。） 

    

メンバーは、ワーキンググループの活

動・機能の変化に応じて変更可とする。

 

研修（本邦／第三国） 

・国別研修 

・課題別研修（再生可能エネルギーによる地方電化）

 

専門家の活動にかかる便宜供与 

・執務室と付帯設備 

（REA内に日本人専門家及びワーキング

グループの執務室を確保する。） 

機材供与 

・パイロット・プロジェクトのための機材供与 

（保健施設、学校施設、ビジネス産業施設） 

プロジェクト開始後、その他に必要な機材がある場

合には、仕様を確定し供与する。 

供与機材 

・パイロットプロジェクト施設へのLED

ランタン試供品の供与 

現地業務費 

・セミナー、会合、訓練研修の開催費用 

・外部委託（コンサルタント傭上）費用など 

プロジェクト実施に必要なローカルコス

ト 

・C/Pの調査旅費など 

 

 

５－５ 前提条件・外部条件とリスク分析 

本プロジェクト実施のための前提条件は、「関係省庁・機関（教育省、公衆衛生省、産業省など）

及び対象地域の地方自治体が、プロジェクトの目的に同意し、彼らの役割を引き受ける」及び「プ

ロジェクト実施に必要なカウンターパート、予算及び施設・設備が確保される」ことである。 

プロジェクトの成功を左右する重要な外部条件はPDM案に要約されている（M/M付属資料2参照）。

また、これらの外部条件のリスク分析は下表に示すとおりである。リスク要因のうち、プロジェ

クトの中で対処することにより緩和できるものについては、本プロジェクトの活動としてPDMの

中に取り込むことが望まれる。 
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外部条件とそのリスク リスクの回避・緩和のために考え

られる手段 

【成果（アウトプット）からプロジェクト目標へ】 

1．プロジェクトに参加したMOEn及びREAのスタッフが当

該ポストでの活動を継続する。 

2．関係省庁・機関（教育省、公衆衛生省、産業省など）

及び対象地域の地方自治体との連携協力関係が維持さ

れる。 

3．地方電化マスタープランが、定期的に（毎年）更新さ

れる。 

 

想定される影響・リスク 

1 地方電化モデルの構築及び普及に必要な知識と技

術を備えたスタッフがMOEn及びREAに定着せず、

プロジェクトの活動の継続が困難になる。 

2 地方電化モデル普及のための提言策定に向けた関

係省庁・機関・地方自治体との検討作業が進展しな

い。 

3 本プロジェクトの成果（アウトプット）を地方電化

政策に反映する手続きが、実行されない。 

 

 

 

 

 

 

 

1、2及び3については、ケニア政

府と協議・検討し、JCCで対応策

を講ずる。また、エネルギー分野

とともに、保健・教育分野等の政

策動向を的確に把握し、プロジェ

クトに反映する。 

    

2については、JCC又はWGへの

関連省庁・機関の、また、LWTへ

の地方自治体関係者の参加と協力

を促しつつ、プロジェクトに関す

る情報の発信と共有を進めるため

の実施体制を形成する。 

    

3については、MOEnまたはREA

の地方電化モデルに対するオーナ

ーシップを高める。 

【活動からアウトプットへ】 

1．ケニア国の地方電化にかかるMOEn及びREAの責務と権

限が維持される。 

2．対象地域の地方自治体及び関係省庁・機関（教育省、

公衆衛生省、産業省など）が、プロジェクトの活動に

積極的に参加する。 

3．パイロットプロジェクトの電化対象施設、対象地域の

コミュニティ及び民間セクターが、プロジェクトの目

的に同意し、積極的に活動に参加する。 

4．環境社会配慮の手続き（環境影響評価など）の実施に、

想定以上の時間を要さない。 

5．対象地域の治安が維持される。 

 

想定される影響・リスク 

1 地方電化のモデル構築及び普及がMOEn及びREAの

任務・管轄業務でなくなる。 

2 関係省庁・機関及び地方自治体の協力が得られず活

動の一部が実施できなくなる。 

3 パイロットプロジェクトの電化対象施設及びコミ

ュニティの関係者の協力を得られず、活動が実施で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1については、電力セクターの政

策動向を慎重にモニターする。更

に、ケニア政府と協議・検討し、

JCCで対応策を講ずる。 

2については、関係省庁・機関・

地方自治体との間に適切なコミュ

ニケーションを確立し、保健・教

育・地方自治分野等の政策動向を

的確に把握し、プロジェクトに反
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きなくなる。 

4 環境社会配慮の手続き（環境影響評価など）が進ま

ず、活動の継続が困難になる。 

5 発電施設の資機材の破壊や盗難などにより、活動の

継続が困難になる。 

 

映する。 

3については、電化対象施設及び

コミュニティとの間に適切なコミ

ュニケーションを構築し、地域・

住民・対象施設の電力ニーズや事

業に対する関心・参加意欲・能力

についての綿密な調査分析に基づ

き、事業計画を立案する。 

4については、環境影響評価の手

続き改正の動きと影響を的確に把

握し、時間的余裕を持って対応す

る。 

5については、プロジェクトの活

動を通じて、電化対象施設及びコ

ミュニティのオーナーシップを高

めることを重視する。 
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第６章 プロジェクトの事前評価（案） 
 

今回の詳細計画策定調査の結果に基づき評価5項目の観点から評価を行った結果、本案件は、妥

当性及び有効性がおおむね高く、本プロジェクト目標が達成するならば、正のインパクト及び持

続性が見込まれる。効率性については、モデル構築に必要な投入・活動・時間に関する計画内容

の精度を高めることにより、効率性の高まることが見込まれる。 

 

６－１ 妥当性 

妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が、受益者のニーズと合致しているか、ケニアの

開発政策と日本の援助政策との整合性があるか、支援の手段・アプローチとして適切かなど、援

助プロジェクトの正当性をみる評価項目である。以下のとおり、地方電化を重視するケニアの上

位計画との整合性は高く、特に、学校及び保健施設等公共施設のPV電化モデル構築に向けて本技

プロの貢献が期待されている。また、わが国のTICAD及び対ケニア支援策との整合性も認められ、

本プロジェクトの妥当性はおおむね高いと判断される。 

 

６－１－１ ケニアの開発政策との整合性・適合性 

ケニアの国家長期開発計画「Vision2030」は、地方電化を重要課題に位置付けている。さらに、

地方電化庁の創設（2006年）に続き、2009年8月に取りまとめられた「REMP2009-2018」は、再

生可能エネルギー利用による地方電化を開発課題に掲げ、普及モデルの検討を進めるとしてい

る。特に、グリッドが及んでいない未電化地域の学校及び保健施設については、PV利用による

電化が国の事業として進められているが、維持管理や財務管理が十分に行われず施設及び機材

の持続的な活用が困難になっていることから、有効な公共施設電化モデルの開発に向け、本技

プロによる貢献が期待されている。未電化地域については、再生可能エネルギーの普及促進を

図るため固定価格買取制度（Feed in Tariff）を2008年に導入し、地熱、風力など再生可能エネル

ギーによる発電設備の系統連系を進めるための政策・制度の整備が急速に進んでいるが、独立

型の一般施設電化については具体的な政策が地方電化マスタープランにおいても示されておら

ず、本技プロでは、その成果（ビジネス産業施設電化モデル）の普及を推進する政策・制度整

備を見据えた取り組みが必要となる。 

 

６－１－２ 直接・間接裨益者（ターゲット・グループ）のニーズとの適合性 

本詳細計画策定調査に先行して実施された「アフリカ地域未電化村における再生可能エネル

ギー活用促進プログラム準備調査」（2010）は、本プロジェクトの直接裨益者である未電化地域

の農村集落を現地踏査し、ケニア国内のエネルギー設備の多くは小規模であるが、その電化ニ

ーズは非常に高く、適正技術の活用、普及のためのモデル作り、そして適切な維持管理による

安全性・持続性向上のための能力向上が課題であると指摘している。 

再生可能エネルギー利用による地方電化の責務を担うエネルギー省及び地方電化庁では、再

生可能エネルギーを扱う部局の規模・能力は小さく（両者合わせて7名程度で、再生可能エネル

ギーの専門家は少ない）、現時点では地方の出先事務所も有していないことから、本プロジェク

トへの参加を通じたスタッフ個人及び組織としての能力強化に大きな期待を寄せている。 
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６－１－３ 日本の対ケニア援助政策との整合性 

わが国の「対ケニア国 事業展開計画」（2009年4月版）によると、本プロジェクトは、援助重

点分野「農業開発」の下、貧困コミュニティの持続的開発に向けた生活基盤改善の支援、及び

生計向上を活用した開発等の支援を目的とする「農村におけるコミュニティ開発プログラム」

の中に位置付けられている。 

わが国がイニシアティブをとるTICADプロセスにおいては、TICAD IV「横浜行動計画」の3

つの優先事項の1つである「環境・気候変動問題への対処」に向けた、クリーン・エネルギーの

利用促進及びエネルギー・アクセスの改善（再生可能エネルギーの利用拡大のための政策及び

計画の策定を支援し、維持管理技術の移転促進等、再生可能エネルギー関連プログラムを支援

する）と、本プロジェクトは関連付けられている。 

現在、「国別援助計画」（外務省）が改定作業中であることから、本技プロ案件がわが国の対

ケニア援助政策の中に適切に位置付けられることが望まれる。 

 

６－１－４ 手段としての適切性 

MOEnは、ケニアにおけるエネルギー政策の責任官庁であり、また、REAは、地方電化政策の

実施機関として新たに創設された組織であることから、MOEn及びREAを直接の対象グループ

（カウンターパート）として選んだことは適切である。また、JICAは、近年、ケニア及び周辺

国を対象にアフリカ地域の未電化村における再生可能エネルギー方策に関する調査を継続的に

実施しており、その調査結果をこれまでJICAが世界各国で実施した当該分野の開発調査で得ら

れた教訓・知見とともに活用できるという比較優位を有している。 

 

６－２ 有効性 

有効性とはプロジェクト目標が期待どおりに達成される見込みはあるか、それがアウトプット

達成の結果もたらされるものであるかをみる評価項目である。本プロジェクトは、未電化地域に

おける再生可能エネルギーによる地方電化モデルの構築を目的とするもので、下記に示すとおり、

プロジェクト目標の内容と計画のロジックは明確である。これにより、本プロジェクトの有効性

はおおむね高いと判断される。 

 

６－２－１ プロジェクト目標の内容 

本プロジェクトは、ケニア国民の生活の質を向上させるための、再生可能エネルギー利用に

よる地方電化モデルの国内普及を目的【上位目標】に、再生可能エネルギー利用による地方電

化モデルを構築し、モデル普及のための政策・制度的枠組みの改善に向けた提言を策定する【プ

ロジェクト目標】を達成しようとするものであり、趣旨は明確である。 

プロジェクト目標の指標は、「本プロジェクトが開発する各電化モデルのガイドライン及びマ

ニュアル等がケニア政府（エネルギー省及び地方電化庁）により採用され」、「同国の地方電化

マスタープランに位置づけられること」、及び「各電化モデルの普及に向けた政策・制度的枠組

みの改善に向けた提言が関係機関に受理されること（acknowledged）」であり、プロジェクト目

標の趣旨を的確にとらえている。 
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６－２－２ プロジェクトの有効性に対する部条件及び主なリスク 

アウトプットからプロジェクト目標の達成に至る段階での主なリスク・外部条件は、以下の

通りである。 

ケニア側の実施機関であるエネルギー省及び地方電化庁における再生可能エネルギー分野の

人員は少なく、想定されているカウンターパート（WGメンバー）にとっては、平常業務に本プ

ロジェクトの活動が加わることから、その参加は限定的なものになる可能性がある。 

本プロジェクトが開発する学校・保健施設及びビジネス産業施設の地方電化モデル普及のた

めの提言の内容は、それらの施設を管轄する監督官庁の政策や計画との間に齟齬を生じるもの

であってはならない。したがって、関係省庁・機関・地方自治体との協力連携が重要であるが、

現在の計画案では、パイロットプロジェクト・サイトでの協力実施体制の形成（ローカル・ワ

ーキング・チーム）にとどまっている。 

（「第5章 5－5 前提条件と外部条件とリスク分析」を参照願います。） 

 

６－３ 効率性 

効率性とは投入とアウトプットの関係性を調べることにより、プロジェクト資源の有効活用が

できているかをみる評価項目である。本プロジェクトの活動については、プロジェクト開始後に

実施する現況調査（ベースライン調査）並びにニーズ及びキャパシティ・アセスメントの結果を

基に、各電化モデルのコンセプト及び詳細計画を立案し、それを検証するパイロットプロジェク

トの実施計画を策定する予定である。従って、今後、各電化モデル構築に必要な投入・活動・時

間の精度を高めることにより効率性の高まることが見込まれる。 

 

６－３－１ アウトプットの内容 

本プロジェクトは、未電化地域における再生可能エネルギー利用による地方電化モデルの構

築を目的に、PVによる｢保健施設電化モデルの構築｣【アウトプット1】及び｢学校施設電化モデ

ルの構築｣【アウトプット2】、再生可能エネルギー利用による｢ビジネス産業施設（生産的活動

を行う施設）電化モデルの構築｣【アウトプット3】、並びに「右モデルがケニア国内で普及する

ために必要な政策・制度に関する提案」【アウトプット4】を設定しており、アウトプットの内

容は明確である。 

また、アウトプットの指標については、各電化モデルの有効性を「システム・デザインの適

切性と利用者の便益」、「再生可能エネルギー利用に関する情報の普及」、「人材育成」、及び「事

業の持続可能性」の観点から測る指標として明確に表現されている。 

 

６－３－２ 投入・活動・時間 

プロジェクト開始後に実施するベースライン調査及びニーズ＆キャパシティ調査の結果を基

に活動内容を確定する際、以下の点に留意が必要である。 

 

ベースライン調査並びにニーズ及びキャパシティ・アセスメント 

公共施設のPV電化モデルについては、MOEn及びREAの経験並びにJICA協力プログラム準備

調査の結果を活用したサイト選定及び活動内容の絞り込みがある程度可能であるが、ビジネス

産業施設の電化モデルについては、REAや他ドナーによるパイロット事業の先例はあるものの
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活用できる情報は乏しい。従って、地域・住民・対象施設の電力ニーズや事業に対する関心・

参加意欲・能力についての徹底したベースライン調査並びにニーズ及びキャパシティ・アセス

メントの結果を基に経済性と反復可能性（replicability）のある電化モデルのコンセプト及び詳細

計画（ビジネスモデル）を立案するための活動と時間を確保する。 

 

機材の調達管理と設置監理に係る業務 

本件は、3年間のプロジェクト期間中に、パイロットプロジェクトを計13カ所で実施するもの

である。機材の調達及び設置に伴う諸問題への対応によりプロジェクトの全体工程が大きく変

更することのないよう十分に現地事情を把握の上、パイロットプロジェクトの実施計画を立て、

管理を行う。 

 

カウンターパートへの技術移転 

ケニア側C/Pについては、本プロジェクトへのフルタイムでの参画は現実的に困難と見られる

ことから、C/Pのプロジェクト参加へのモチベーションを保つためにも、彼らの処遇/立場につい

て事前に明らかにするとともに、モデルの構築と普及に向けた技術移転が有効に行われるよう

投入・活動を計画する。 

 

６－３－３ 他ドナーとの連携 

再生可能エネルギーを利用した地方電化の分野を支援する他ドナーは、AFD（オフ・グリッ

ド地域におけるディーゼル発電施設のハイブリッド化支援、REAのキャパシティ・ディべロッ

プメント支援）、世界銀行（再生可能エネルギー利用による小規模発電施設の系統連結支援）、

スペイン（公共施設のPV電化支援）、オランダ（バイオガス・プラント整備への資金提供）、及

びフィンランド（東南部アフリカ地域プログラムによる民間セクターの事業支援）である。ま

た、GIZは、太陽光発電を扱うドイツ企業と地元民間企業間のパートナーシップ形成支援を行っ

ている。本プロジェクトの実施にあたり、、他ドナーによる支援との不用な重複を避け、C/Pが

過度の負担を抱え込まぬよう留意しつつ、連携・協同による補完・相乗効果が高まるよう、積

極的に情報交換・調整を行う。 

 

６－３－４ JICAの関連事業との連携 

人材育成／技術訓練の活動については同時期に実施されるJKUAT技プロ、また、マーケティ

ングに関してはBOP事業と情報共有を密にし、活動面でも連携を進めることが有効である。 

 

６－４ インパクト 

インパクトとは、プロジェクト実施によってもたらされるより長期的、間接的効果や波及効果

をみる評価項目であり、プロジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトを含む。以下

のとおり、正のインパクトが見込まれる。 

 

６－４－１ 上位目標達成の見込み 

上位目標「ケニア国民の生活の質を向上させるための、再生可能エネルギーによる地方電化

モデルが普及する。」は、本プロジェクトが開発する地方電化モデルの普及が地方電化政策に位
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置付けられ（プロジェクト目標の達成）、普及に向けた予算措置が取られ、地方自治体、教育・

保健・産業振興関係省庁等の関連機関、民間セクター、及び地域住民との連携・協力が進むこ

とにより、達成されると見込まれる。上位目標の指標は、「再生可能エネルギーにより電化され

た公共施設及び産業施設の数」、「パイロットプロジェクト対象施設におけるエネルギー支出の

減少」、「パイロットプロジェクト対象施設の利用者のエネルギー使用に関する満足度」及び「パ

イロットプロジェクト対象施設における適切な運転・維持管理及び財務管理の持続性」であり、

上位目標の趣旨を的確にとらえている。上位目標の達成を左右する外部条件とリスク分析は下

表に示すとおりである。 

 

外部条件とそのリスク リスクを回避・緩和するために考え

られる手段 

【プロジェクト目標から上位目標へ】 

1．エネルギー省または地方電化庁によって、地方電化

モデル普及のための予算措置が行われる。 

2．地方電化モデルの普及に向けた政策・制度的枠組み

改善の提言が、関係省庁・機関・地方自治体に採用

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される影響・リスク 

1 予算措置が行われず、地方電化モデルの普及促進

が事業化されない。 

2 電化施設に対する設備の持続的な運転・維持管理

の向上に必要な支援・指導が、関係省庁・機関・

地方自治体から得られない。 

1については、プロジェクトの活動

を通じて、エネルギー省または地方

電化庁の地方電化モデルに対するオ

ーナーシップを高めることを重視す

る。 

2については、プロジェクト期間を

通じて、保健・教育・地方自治分野

等の政策動向を的確に把握し、政策

及び実施体制と整合性の高い提言を

策定する。 

 

 

６－４－２ その他に期待される正のインパクト 

未電化地域の学校及び保健施設の電化により、教育及び保健サービスを提供する環境が改善

され、対象施設・地域の教育指標及び保健指標の向上することが期待できる。さらに、再生可

能エネルギー利用に関する正しい知識と理解が地域社会及び家庭に普及し、再生可能エネルギ

ーの利用が増加することにより、安全で衛生的な生活環境の創出とエネルギー支出の低下が期

待できる。 

こうした効果やインパクトの測定が可能となるよう、プロジェクトの初期に実施するベース

ライン調査、ニーズ・アセスメント及びキャパシティ・アセスメントについては、「システム・

デザインの適切性及び利用者・地域住民の便益」の状況を測る指標（アウトプット指標1-1、2-1

及び3-1）に具体的な便益項目を設定することを視野に入れて、設計することが必要となる。 

なお、パイロットプロジェクトの実施に際して環境社会配慮の手続きが適切に取られるなら

ば、事前評価調査時点では本プロジェクト実施による負のインパクトは想定されない。 
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６－５ 持続性 

持続性とは、本プロジェクトが終了した後もプロジェクト実施による便益が持続されるかどう

かをみる評価項目である。本件における「持続性のある状態」とは、本プロジェクトによって開

発された電化モデルが、公共事業あるいは民間事業として、ケニア国内他地域に普及することで

ある（上位目標の達成）。特に、公共施設電化モデル（学校、保健施設）については、エネルギー

省及び地方電化庁が実施している未電化地域における学校及び保健施設電化事業の実用モデルに

採用され（プロジェクト目標の達成）、公共事業として他地域に普及することである。以下のとお

り、本プロジェクトは、プロジェクト目標の達成により持続性の発現することが見込まれる。 

 

６－５－１ 政策・制度面 

本プロジェクトの目的は、プロジェクトが開発する電化モデルのガイドライン及びマニュア

ル等がケニア政府（エネルギー省及び地方電化庁）に採用され、同国の地方電化マスタープラ

ンに位置づけられることである。従って、公共施設電化モデルについては、地方電化に関する

ケニア政府の政策が学校・保健施設のPV電化事業の実施を伴い継続するならば、政策・制度面

での持続性の高まることが期待できる。他方、産業電化モデルについて、本プロジェクトの目

標達成には政策・制度の整備及び改善が必要となることから、そのプロセスに貢献することが

プロジェクトには求められている。 

従って、本プロジェクトが開発する地方電化モデル普及のための提言の内容が、それらの施

設を管轄する監督官庁の政策や計画との間に齟齬を生じることのないよう、関係省庁・機関・

地方自治体との連携協力体制を構築し、関連セクターの政策動向を正確に把握するとともに、

当該セクターの政策・制度整備に本プロジェクトの知見をフィードバックしていくことが重要

となる。また、2010年の新憲法発効及び2012年に予定される大統領選挙並びに地方選挙に伴う

政策動向とその影響についても慎重にモニターし、プロジェクトに適切に反映させることが必

要である。 

 

６－５－２ 組織・財政面 

公共施設電化（学校、保健施設）は、エネルギー省／地方電化庁を実施機関とする公共事業

として既に予算措置がなされていることから、本プロジェクトが目標を達成し、普及のための

組織・財政面の政策・制度及び実施体制の整備が進むことにより、持続性の強化されることが

見込まれる。他方、産業施設電化については、これまで政府による政策・制度整備が進んでい

ない分野であり、本プロジェクトの目標達成により、普及のための組織・財政面での制度設計

が進み、持続性の発現することが期待される。 

さらに、本プロジェクトに参加する関係省庁・機関・地方自治体と、組織・財政面での連携

体制が構築されるならば、持続性が一層高まることが期待できる。 

 

６－５－３ 技術面 

本プロジェクトのC/Pであるエネルギー省及び地方電化庁で再生可能エネルギーに携わるス

タッフが、パイロットプロジェクトの実施を通じて地方電化モデルの構築及び普及に必要な知

識と技術を備えることにより、技術面での持続性は十分に高まることが期待される。 

ただし、C/Pの本プロジェクトへの参加は限定的とならざるを得ない可能性があることから、
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技術移転を行うC/P及び移転する技術内容・目標を明確に設定するとともに、スタッフからスタ

ッフへ知識・技術を共有・伝達する仕組みを考案する必要がある。 
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